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水素エネルギー技術文明時代 を目指 して

日石テクノロジー㈱ 代表取締役社長 鹿 島 實

毎 日オフィスの窓外 を引 っきりな しに流れてい る車の洪水 を眺めてい ると,現

代の繁栄 はまさに石 油が支 えてお り,石 油エネルギー社会 の規模 の大 きさと仕組

みの細密 さには改めて驚嘆 させ られ る。 中東に一朝事が起 こる と,世 界中が震憾

させ られ るとい う脆弱な面はあ るが,石 油は資源的には少な くとも来世紀一杯は

大丈夫 と推定 されてお り,石 油に とって替 り得 るエネルギーがそ う簡単 に見いだ

せ るとは思われない。最近 コー ルベ ッ ド・メタンガスが膨大な賦存量の故 にニュー

フェイスとして注 目を集めているが,い ずれに して も天然ガス,ウ ランを含めた

化石燃料は有 限資源であ り,こ れ らの資源が まだ十分余裕の あるうちに,石 油文

明の次なるエネル ギー技術時代の曙光 でも見いだすべ く,今 こそ智力 を傾 ける必

要があ るのではなかろ うか。

まず資源は無 限でCO、排出は全 くない水分解 による水素エ ネルギー システムの

模索 であろ うか。水素の製造はカナ ダの電力 を利用す る構想 もあるが,東 大,U

T-3の よ うな熱化学方式 を工場廃熱 太陽熱利用でゆけ ると面 白い。水素 の貯

蔵 輸送 システム を石油並みにするのは気の遠 くなるような話 だが,水 素が輸送

用燃料に利用 できるなら,エ ネルギー システムの大変革 である。武蔵工大の水素

自動車は,加 圧 した液体水素 を高圧 ガス噴射 し,火 花着火す るこ とに よりバ ック

ファイア を克服,水 素 自動車実現へ大 き く一歩 を踏み出 した。 また水素利用燃料

電池 をコー ジェネ レー シ ョン用に民生 レベ ルに普及 させ,系 統連系 できれば,分

散 ・小型電源が ピー クロー ドの一部 を担 うこ とにな り,既 存電力供給網 も大 きく

変貌 しよ う。 さらに水素その ものではないが,同 位元素 の重水素,三 重水素 を燃

料 とする核 融合炉が完成すれば,環 境適合 性,資 源量の点か ら,人 類は究極のエ

ネル ギー を手に入れた と考 えて良い。

この種の大規模 開発 は一国でやれ る話ではな く,国 際的共 同研究 でや るのが望

ましい。現在,日,米,EC,ソ 連4者 間で話 し合 われている12年,50億 ドル規

模のITER(国 際熱核融合実験炉)は 是非我が国へ誘致 して頂 きたい と思 う。

ともあれ来 る21世 紀後半 は,水 素エネルギー技術文 明の曙の時代 ぐらいには して

お きたい ものである。(か しま みのる)
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欧米における自動車の大気汚染防止対策の動向
一 ガ ソ リン自動車編 一

古 沢 貴 和
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1.背 景

近年,欧 米諸国 を始 め とし広 くア ジアに おい

て もア ルキル鉛 に代 わ るオ クタン価 向上剤 と

して,MTBE(Methy1-Tertiary-Butyl-

Ether:表1に 性状 を示 す。),メ タ ノー ル 等

の含酸素燃料がガソリン基材 として使用され

ている。我が国では,1983年 にガソリンは完全

無鉛化 され,欧 米とはオクタン価向上剤をめ ぐ

る状況は異なるものの,米国では自動車の大気

汚染防止対策 として,含 酸素燃料の使用が拡

大 しているのでその動向をここに紹介する。

表1MTBEの 主 な 性 状

項 目 性 状

化 学 式 C5Hl20

分 子 式 CH、-0-C(CH,),

構 造 式

CH3

1
CH3-0-C-CH3

【
CH3 ガ ソ リン

分 子 量 88 平均100

比 重 0,746 0.72～0.78

酸素含有量(wt%) 18 0

沸 点(℃) 55 50～55(10%),160～165(90%)

融 点(℃) 一108

燃 焼 熱(kca1/kg) 8,400 10,500

オ クタン価(リ サーチ) 118 Reg.90,Prem.98～100

オ ク タ ン価(モ ー タ ー) 101

蒸 気 圧(kg/crn2) 0.52

(㈱新潟鉄工所資料)
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=米 国=

1970年 に,自 動車排気ガス規制 を盛 り込ん

だ大気浄化法(CleanAirAct)が 制定 され,

'77年に改定 された ものの
,今 日に至 るまで

数々の改定案が提出されてきたが実現には到

らなかった。

'89年6月 にブッシュ大統領は
,① アル コー

ル類工一テル類などの含酸素燃料 を利用 し,

都市スモッグの低減を計 る。②オゾン層を破

壊する有害化学物質の生産中止 または減産。

③二酸化硫黄の排出規制による酸性雨対策,

を含んだ 『大気浄化提案』(CleanAirPro-

posa1)を 提 出した。これを機に改定論議が活

発化 し,'90年4月 に上院案が,5月 に下院案

がそれぞれ可決され,6ケ 月に も及ぶ上院 と

下院の討論の末合意に達 し,11月 にブ ッシュ

大統領が署名 し大気浄化法が改定 された。表

2に,上 院案 ・下院案 ・最終合意 をまとめて

ある。ガソリン中の芳香族分 に関しては,上

下院 とも同 じ提案で1992年 から段階的に減 ら

してゆ くものであったが,最 終合意では石油

業界のロビー活動 もあり,1995年 実施の一本

化 となった。ベ ンゼンに関 しては,上 院案の

ゆるやかな規制に落ち着いた。揮発性有機化

合物および鉛含有量(ガ ソリン無鉛化)に 関

しては,上 下院折衷案が採択された。

表2'90年 改 定 大 気 浄 化 法

項 目 ・実施年 上 院 案 下 院 案 最 終 合 意

芳香族(vo1%)

1992年 30%MAX. 30%MAX.

1994年 28%MAX. 28%MAX.

1995年 ↓ ↓ 25%MAX.

1996年 25%MAX. 25%MAX. ↓

ベ ン ゼ ン(vo1%)

1995年 1.0%MAX. 0.8%MAX. 1.0%MAX.

揮発性有機化合物

(1990年 比)

!992年 15%減

1995年 ↓ 15%減 15%減

1997年 ↓ 20%減 ↓

2000年 ↓ 25%減 ↓

鉛含有量(wt%)

1991年 0%

1992年 ↓ 一 0%

1994年 ↓ 0% ↓

酸素含有量(wt%)

1992年 2,0%MIN. 2.0%MIN. 2.7%MIN.

1993年 2.5%MIN. 2.5%MIN. ↓

1994年 2.7%MIN. 2.7%MIN. ↓

RVP(PSI)

1992年 9psiMAX. 9psiMAX. 9psiMAX.
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ブッシュ大統領が署名の際,「いかなる国民

も,き れいな空気を吸 うために郊外へ行かな

くてもよいようにすべ きである。」と語 り,環

境大統領 としての公約 を守 り面 目躍如 とい う

感があった。

'90年改定大気浄化法は,次 の6つ の柱か ら

なっている。

(1)大 気環境基準の達成:オ ゾン,CO,パ テ

ィキュレー ト(微 粒子状物質)の 大気環境

基準未達地域で,リ フォー ミュレイティッ

ド燃料(燃 料基材の組替えにより環境改善

を図る燃料)の 使用等

(2)自 動車:COの 大気環境基準未達地域で,

含酸素燃料の使用等

(3)毒 性汚染物質:7種 か ら189種 に枠 を広

げ,排 出抑制

(4)酸 性雨対策 二火力発電所のSO2排 出規制

(5)オ ゾン層保護:ク ロロフルオロカーボン

表3

(フ ロ ン)等 の生産 を段階 的に禁止

(6)そ の 他:法 の施行 に よる失業 者の救済

最 終合意成 立前各業 界は,活 発 な ロビー 活

動 を行 ったが,そ の際の主 だった意見 は,次

の とお りであ った。

◇石 油精 製業界

どの様 な規制 とな るのか,ガ ソ リン供 給者

と しては不安 で簡 単に賛成 で きない立場に あ

りなが ら,一 部 メー カー は リフォー ミュ レイ

テ ィッ ド ・ガソ リンを先取 りして大 々的 に販

売す るなど,必 ず しも足並 みが揃 って いなか

った。 表3に は,全 米で発売 され た 自称 『リフ

ォー ミュレイテ ィ ッ ド・ガ ソ リン』の8社10銘

柄 をま とめ た(1990年9月 時点)。 自称 『リフ

ォー ミュ レイテ ィ ッ ド・ガ ソ リン』の共通 点は

MTBEを 混 合 してい るこ とだが,芳 香族分

お よびオ レフ ィン分 の組成や オ クタン価 お よ

び蒸気圧 の物性 に関 しては,各 社 各様 であ る。

米 国 リフ ォ ー ミュ レ イ テ ィ ッ ド ・ガ ソ リン銘 柄(!990年9月 時)

"Reformulated"GasolineBlendAnnouncements
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主張の主旨としては,石 油業界は現在,環

境改善 を目的とする リフォー ミュレイティッ

ド・ガソリンを模索中であるが,こ のような

時点で大気浄化法の規制が行われれば,既 存

のガソリン基材の内,改 質ガソリン(ガ ソリ

ン留分 を処理 してオクタン価 を上げたもの。

芳香族分 を多 く含んでいる。)や分解ガソリン

(重質油を分解 して得 られるガソ リン。オレフ

ィン分 および芳香族分 を多 く含んでいる。)の

使用が制限され ることになる。大気浄化法の

主 旨は理解できるが,規 制の方法が含酸素燃

料の義務付け というところに問題がある。 と

いうのは,含 酸素燃料を使用 しな くて も低芳

香族 ・低ベ ンゼンのガソ リンを作 ることは出

来るし,ま た含酸素燃料 を使用す るに しても

10vol%も 混合 しな くて も,環境上良質のガソ

リンを調合で きる。大気浄化法が成立すれば,

ガソ リン基材の フレキシビ リテ ィが無 くな

り,製 油所の大幅な改造 を余儀無 くされるこ

とになる。

更に,消 費者は良い環境 を望んでいても,

価格の高いガソリンを,環 境 を守るために買

って くれるだろうか という不安 もある。

◇石油化学業界

MTBE(メ チルターシャ リーブチルエー

テル)の大手製造元である石油化学業界では,

諸手 を挙げて大気浄化法に賛成である。MT

BE等 のエーテル類は,環 境上好ましいガソ

リン代替燃料である。 とくにMTBEに 関 し

ては,ガ ソリンの鉛低減化/無 鉛化のため世

界各国で使用 されてお り,安 全性および低公

害性は広 く認められている。今後のガソリン

自動車用燃料に とって,MTBEは 大 きな役

割 を担ってお り,ガ ソリンの供給側から見て

もMTBEは 従来のガソリン基材を生かす も

のとして重要である。

◇ 自動車産業界

'70年から今 日に至る20年 の間に
,自 動車メ

ーカーは技術改良によりガソリン自動車のH

C(炭 化水素)お よびNOx(窒 素酸化物)排

出量を8割 も低減 させて きてお り,更 に排出

量を低減 させ ることは技術的に難 しい。環境

改善に関 して自動車産業界の対応は,排 気ガ

ス浄化用三元触媒の義務付けおよびその保守

点検の頻度を高めるぐらいしかな く,リ フォ

ー ミュレイティッ ド・ガソリンの出現によ り

環境改善できることは喜ばしいことである。

リフォー ミュレイティッド・ガソリンは,な

んら自動車にとって問題はない。要するに今

後の環境改善に関 しては,燃 料による対応 し

か考えられない。

◇農業界

大気浄化法に関 しては,大 歓迎である。ネ

ブラスカでは,コ ーンからエタノールを作っ

ている。 このエタノールが自動車燃料 として

使用されることは,貴 重な石油の節約になり,

また環境上からも好 ましく,更 にネブラスカ

等の農業州 も潤い一石三鳥である。ただ一つ

の不満は,今 回の法案ではエ タノールおよび

ETBE(エ チルター シャリーブチルエーテ

ル)の 少量のガソリンへの混合が認め られる

と言 うことであって,E-85(エ タノール85

%混 合ガソ リン)車,E-100(エ タノール100

%)車 に関 しては殆 ど触れ られていないこと

である。

=欧 州=

1973年 か らガソリンの鉛低減化を進めるに

あた り,そ のオ クタン価不足を補 うためメタ

ノール ・MTBE等 のガソリン代替燃料の使
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用が始 まった。 オ イル シ ョッ クを契機 に,含

酸素 燃料 の使 用 が 高 ま り'85年 に はEEC指

令(ECDIRECTIVE85/536/EEC)に よ り,

EEC各 国 が含 酸素燃料 の混合上 限値 を設定

す るに到 った。

表4に,EEC指 令 の ガ イ ドライン を示す 。

EEC問 の ガ ソ リン取 引にお いて,表 中のA

ガ ソ リン組成 の もの までは受取 を拒否 で きな

い。 また,Bガ ソ リン組成以上 の含酸素 燃料

を含む ガ ソ リンは,給 油機等 に その旨 を表示

しなけれ ばな らない。

表5は,EEC各 国 の含酸素 燃料 の規制状

況 で ある。 表 中のLIMITAま た はLIMITB

は,表4の それ ぞれAガ ソ リン組成 とBガ ソ

リン組成 を示す。 同表に よれば英 国,フ ラ ン

ス,ギ リシャ,ス ペ インではMTBEIOvol%

max.,ド イ ツ,ベ ルギー,オ ランダでは,MT

BE15vol%max"イ タ リア,ポ ル トガル では

規制 が ない。

ちなみ に米 国にお いては,含 酸素 燃料(M

TBE等 の エーテ ル類 お よび メタノー ル等 の

アル コー ル類)は 環境 改善 のための良質 燃料

と捉 えて い るが,ヨ ー ロッパ ではガ ソ リンの

鉛 低減 化 に伴 うオ クタ ン価 向上 剤 に過 ぎな

い。

ヨー ロ ッパの ガ ソ リン 自動 車排気 ガ ス対策

は,米 国のそれ よ り15年 遅 れてい る と言われ

てお り,西 欧の ガ ソ リン無鉛化率 は,米 国 の

94%,カ ナ ダの90%,口 本 の100%と 比 べ,ま

だ33%と きわめ て低 い。

表4EEC指 令(85/536/EEC)ガ イ ドラ イ ン 表5EEC各 国の含酸素燃料規制状況

ECDIRECTIVE85/536/EEC

Crude-oilsavingsthroughtheuseofsubstitute

fuelcomponentsinpetroi。

EffectivelJanuary1988

Annexl[

METHANOL

ETHANOL

IPA

τBA

lBA

C5+ ETHERS

OTHEROXYGENATES

MIXTURES

CompositionofBlends

Vol%

A

3

5

5

7

7

10

7

2.5

B

3

5

10

7

10

15

10

3.7

ColumnA:MustbeacceptedbyallEECcountries,

Co[umnB:Limitsabovewhichlabellingismandatory.

(ARCO社 資 料)
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2.欧 米 の規 制

=米 国=

'90年改定大気浄化法の中で
,ガ ソ リンに関

連する項 目は(1)大気環境基準の達成 と(2)自動

車である。以下にそれぞれの項目のうち燃料

に関する点について紹介す る。

(1)大気環境基準の達成

①州実施計画(SIP:StateImplementa-

tionPlans)

各州は,オ ゾン,COの 大気環境基準未

達地域での基準達成のための具体的な実

施計画 を,EPA(EnvironmentalPro-

tectionAgency)に 提出し,EPAは そ

の計画 を検討 して細 目規定を決定する。

したがって各州各地域 ごとの規制が行わ

れ る。

大気環境基準未達地域は,未 達の程度

に応 じて等級にランク付けされてお り,

それぞれの等級に対 して大気環境基準の

達成期限が取 り決め られている。

a)オ ゾンの大気環境基準未達地域

表6は,オ ゾンの大気環境基準未達

地域(0.12ppm以 上)で,5等 級に分

けられている。各等級の達成期限は,

次の とお り。

等級 地域数 期限

MARGINAL

MODERATE

SERIOUS

SEVERE

EXTREME

9

9
盈

£
U

3

Q
J

-
⊥

8

1

1993年11月

1996年11月

1999年11月

2005年11月

2010年11月

SEVERE地 域 で あるボルチ モア,シ

カゴ,ヒ ュー ス トン等 の8都 市 では,

大 気環 境 基 準 の達 成 期 限 は15年 後 の

2005年 で あ り,EXTREME地 域 の ロサ

ンゼ ルスに到 って は2010年 となってお

り,環 境 汚染 の深 刻 さが うか が われ

る。

b)COの 大 気環 境基準 未達 地域

表7は,COの 大 気環 境基準未達 地域

(9ppm以 上)で,2等 級 に分 け られ て

いる。 各等級 の達成期 限は,次 の とお

り。

等級 地 域数 期 限

MODERATE381995年12月31日

SERIOUS31999年12月31日

(2)自動 車

① 含酸素 燃料

COの 大気 環境 基 準未 達地 域41地 区 に

お い て,冬 期 最低4ケ 月 は含酸 素 量2.7

wt%min.の ガ ソ リン販 売 を義務 付 け る。

それは1992年10月 か ら実施 され る。

② 有鉛 ガ ソ リン

有鉛 ガ ソ リンは1992年1月 か ら廃止。

日本 に次 いでガ ソ リン無鉛化 国 となる。

③蒸気圧

米 国 では,ガ ソ リンの オ クタン価確保

のためブ タ ンを混入 して い る。EPAは

ブ タ ン もオゾ ンの一 因 とな るので,ブ タ

ン混入の低減 を決定 した。 これ を受 けて

ブタ ン混入 の低 減 を図 るため,蒸 気圧 の

規制 が設 け られ てい る。

1992年 か ら,夏 期 のRVP(ReidVapor

Pressure:リ ー ド法 蒸 気 圧)を9.Opsi

max.と す る。

④ リフォー ミュ レイテイ ッ ド・ガ ソ リン

オゾ ンの大 気環境 基準未達地域9地 区

(EXTREME,SEVERE)に お いて,リ フ

ォー ミュ レイテ ィ ッ ド ・ガ ソ リンの販売

7
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表6オ ゾンの大気環境基準未達地域

A∫c轟

AreasViola血gtheAirQualityStandardsforOzone

(1987-89)

byS.1630(〕 甑 丘cation

曜Dcs{gnVth鳩 ●

伽
ReadiロgOArta

。DeεignValu♂

伽

R6亀dh18参 ん ℃a

'DesignV血;

Ozcムe

R己&(Sing◎

E伽 皿e(1且 πa)∫

L◎sAngelcs,CA

Sbvenpで8a雌 ナ

Ba拒morc、MD

Chicago,IL-IN-「WI

Houstr)n,TX

M冠wauk㏄,WI

Muslcegon,MI

NewYo也NY-NJ-(rr

Phi!ado】ph三a,PA-NJ-DE-MD

Sa且Diego,CA

5ヒ 欲)us(16aTuas):

A坦a夏 』lGA
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Boston,MA-NH

王…IP且so,TX

Fτe$no,CA

Hnrtford,CT

Hun血8toロ,WV-KY-◎H

Parlcersbur8.「"【 》一《)H

Por岱 田ou皇h,NH-ME

Pfov三dence,Rl

Sacra加eロU),CA

ShebOygan,「 冊

Springfield,MA

Washing㎞,DC-MI>-VA

Medernteβ2uaジ ご

At」aΩt三cCity.NJ

Ch8rle$㎞ ・W》

Ch8rlo働,NC-SC

C血o㎞ti,OH-XY。IN

0.330

0.194

0.190

0.220

0.183

0.181

0.201

0.187

0.190

0.162

0.170

0.164

0.160

0.165

0.170

0.170

0.172

0.164

0.169

0.165

0.162

0。160

0.176

0.167
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0.15フ
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D曲s,TXO,140

Daytou,OHO.143

D甜dt,MIO.144

Edmo且sonC◎.,KYOユ40

(}τ&ロdR2pid5,ム{10.143

GrecnsbOro,NCO.151

JeffersonCo.gNYO.143

XewauneeCo.,WlO.147

B==ロox(⊃◎4,1>【】三 〇.158

LoUisvMo,KY-INo。149

MCI叩his,TN-AR-MSO.140

M』m三,FLO.138

MOdestO,CAO.140

Nashvi1】egTNO.138

Pittsbur8h,PAO.149

PorU岨d,瓶0.156

Ralei8h,NCO.141

Readlng,PAO」41

Richmond,VAO.142

S&hL8keC晦r,UTO.143

S胡Francisco,CtLO.140

S組t亀B8f㎞,CA'0.140

S皿y山eCo.,VAO。144

SしLouis,MO-ILO.156

Toledo,OHO。140

Visa』,CAO.1SO

Worce5』er,MAO.146

騒㌍1β9a㎜ 少
AlbenyDNY

Allentow叫PA

Alboロ8.PA

Birmingh岨,AL

Buffalo,・NY

0.128

0.137

0.129

0.133

0.131

Margim1('tbロ リ'

CqntOn,OH

Co!umbus,OH

Erie,PA

Essex&).,N.Y.

EW㎞ 皿e,IN白KY

Fayeにeville,NC

GreenbrierCo.,W

Greenvillo,SC

Hanc◎ckCo.,]N【 コ巳

Haπisburg,PA

IndianapQlis,IN

Johロ$onciり ・,τN

Johnstowロ ・PA

K㎜5Ciり ㌔MO-KS

L墨kc(:harles,LA

Lancastcr,PA

Lewiston,ME

LexingtOn,KY

Linco!nC◎.,ME

Livingst◎nC◎.,KY

Manchester,NH

Monto80mcry,AL

NOffb】kVA

Owon5bo1℃,KY

Pou8順P5ie,NY

ScrantongPA

Sou吐hBcnd,IN

StOckon,CA

SussexCo.,DE

Tampa,FL

York,PA

YoungstOwn,OH/S1㎜,

W亀1doCo.,ME

35

3-

29

27

餌

乃

"

32

33

36

18

乃

33

20

31

"

26

28

27

24

28

35

鉛

37

糾

卸

21

30

30

四

四

糾

箔

　

ユ

ユ

ユ

エ

ユ

　

　

　

　

　

　

　

ユ

　

　

エ

エ

ユ

エ

　

　

　

　

　

ユ

　

ユ

　

　

ユ

　

コユ

ロ

　

コ

コ

ロ

ら

ロ

の

　

　

コ

る

ロ

る

　

る

の

の

コ

　

る

　

　

　

　

コ

コ

ぐ

コ

コ

の

の

ら

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

∩U

O

O

O

O

O

《り

0

0

0

轟U

ハU

O

6鞍羅 窪讐塞i縣艦盤聾羅 。難
i鮮 識・幽

8



表7COの 大気環境基準未達地域

AreasviolatingtheAirQualityStandardsforCafbonMonoxide

(1988-89)

ByS.163ば)Classi痘cation

Area

ODesiO9ロV■1ue●

8-hσ 匙町

CORcading● Aτea

●DesigロValuc贋

8-houご

COR銘dhlgo

SeriOUSβareas):

L〈)5An8e!c$-Anabeiロ1-Riverside,CA

Stcub¢nYille-Woi∫toΩ.OH-WV(nαn一 皿ob競e)

Winneb2goCo。,V/1(Oshk◎sb)(nσn-m◎bile)

Mo己 たπヨ18β8ヨ 職 》r

Albuquorquo,}司M

Anchorage,AK

Ba!巨more,MD

Bosめn-Lawrence-Salem,MA。NH

Chico,CA

CIcvolar】d-Akron-Loπ 血,OH

ColoradoSpr血95,CO

Denver-B◎ulder,CO

Du!紬,MN-WI

EIPaso,TX

Fairban]csEd,AK

For【Co11血5-Love】and,CO

Frcsno,CO

Greensb◎rcr-WinstOnSalem-H.Poi叫NC

Haロford-NewBritzin-Midd!eめwロ,σr

Josophj血eCo.,OR(Gmゼ5Pa55)

23.4

19.6

19.9

1

1

5

8

4

1

8

2

9

6

2

3

0

7

2

3

ロ

る

　

り

　

サ

コ

コ

コ

ロ

　

　

　

　

　

ロ

ー

3

9

9

0

0

1

6

9

2

3

1

3

9

0

0

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

ルfbcLerコte(Cont)」

Klama山Co..OR

LasVegas,NV
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MissoUlaCo.,MT

MOdes'x》,CA

NowYork-No.NJ-L◎ngBland,NY-

Ph三!adelpb、ia,PA-N∫-DE

Ph㏄nix,AZ

Poロ 】andDOR

P了ov◎-Ore囮,UT

Ralei8h-Durh垣m,NC

Reno,NV

SacramentoρCA

SanDlego,CA

SanFrancisco一 《)akland-S鋤Jo～e,CA

Seattle-Tac◎mm,WA

Sp◎kane,WA

Stockton、CA

Syracuse,NY

Wasbingtρn,DC-MD-VA

5

4

1

6

4

6

8

5

6

6

0

8

9

6

6

9

8

8

8

4

7

4

　

　

ゆ

　

ロ

　

の

る

　

ロ

　

　

の

　

　

る

や

ロ

る

ロ

コ

コ

0

4

2

9

1

9

1

3

1

2

0

5

0

9

2

9

1

4

3

0

9

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

●EPAhascstablishedtWoambientairqualitystandardSfbrcarbonmonoxid6一 豊◎ne-hourst&ndardof35PPm

andaコeight-hourstaridardofgPPm・CQ皿P1量anceWi血thiss【 旦ndard誌evalu£1◎donthebas蛭of戯-de∫ignvalue電,

whichis止e5㏄ ・ndhighestn。n-overlapPingeigb£-h。u∫carb・nm・n・xjd。 。。・。en笛d。nrec。rdedwia血 。neyear.

を 義 務 付 け る 。 そ れ は1995年1月 か ら実

施 さ れ る 。

a)リ フ ォ ー ミ ュ レ イ テ ィ ッ ド ・ガ ソ リ ン

含 酸 素 量:2.Owt%min.(年 間 平 均)

ベ ン ゼ ン:1 .Ovol%max.

芳 香 族 分:25.Ovol%max.

b)排 気 ガ ス 規 制(1994年 か ら)

NOx=0.4g/milemax.

CO:3.4g/milemax.

HC:0.25g/milemax.

=欧 州=

欧 州 のガ ソ リン車の排 気 ガス規制 は,EC

E(TheUnitedNationsEconomicCo-

mmissionforEurope)で 規 定 され てい るテ

ス ト法 で規 定 されてお り,米 国や 日本 もそれ

ぞれ のテ ス ト法(走 行パ ター ンが異 な る)に

よる規制値 で,単 純 に比較 はで きない ものの

あ る程度 目安 には なる。 表8に 日本,欧 州 お

よび米 国('90年 改 定大 気浄化法)の 規制値 を

比較 した。
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表8ガ ソリン自動車の排気ガス規制の比較

単位:9/km

日 本 欧 州 米 国

0,864

NOx 0.48
(2000cc以 上)

0.25
1,481

(1400cc以 下)

6,170

(2000cc以 上)

7,404

CO 2.7 (2000cc～ 2,125

1400cc)
11,106

(1400cc以 下)

HC 0.39 0,156

1,604

(2000cc以 上)

1,974

NOx十HC (2000cc～

1400cc)
3,702

(1400cc以 下)

米国,日 本の規制値 と比べ欧州はかな り緩

い規制 となってお り,現 在EEC内 部で規制

値の検討が行 われている。酸性雨の問題 も深

刻化 している中で近い将来,ガ ソリン車 ・デ

ィーゼル車共通の規制が打ち出される見込み

である。表9に,現 行のガソリン自動車排気

ガス規制 と新規制案 を示 した。新規制案のポ

イン トは,ガ ソリン車 ・ディーゼル車共通 と

い う他に,大 幅な規制値の見直 しとその単位

の変更である。単位については,近 年[重 量/

距離]に 統一 されつつある。

注)欧 州,米 国の規制値は全て9/kmに 換算したもの。

表9欧 州 自動 車 排 気 ガ ス 規 制

EUROPEANEXHAUSTEMISSIONSTANDARD

A)CURRENT

Cubic

Capacity

CC

CO

GITest

NOx+HC

G/Test

NOx

Grl'est

Pardculates

Gπest

Effectr●veDate

NewAll

ModelsProduction

GasolineVehicles

C>2ρ0025

1,400<=c<=2,00030

Cく1、40045

19

B》EFFECTIVE1991(?》

β6

8

5」ー

5

CO

9/km

3.5

6

HC+NO×

9/km

Partjculates

9/km

01/10/88

01110/91

01/10/90

01107/92

Ol/to/89

01/10/93

01/10/91

31/12/92

A闘Cars

1)TypeApproval

2)ConformityofProdu(rtion

2.72

3.16

0。97

1.13

0.19

1.24
(ARCO社 資料)
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3.ま と め

=米 国=

1990年 に大気浄化法が改定 されたが,今 後

この法律が与える影響は各方面に及ぶことが

予想 される。米産業 界が支払 うコス トは,

200～500億 ド、.ともいわれ,石 油産業,石 炭産

業,電 力,鉄 鋼が とりわけ大きな影響 を受け

る。本法律の実質執行機関となるEPAは,

各州各地域へ どのような規制を強いるのか,

それによってはさらに産業界への影響に偏 り

を生 じることになる。本法律の大枠は決 まっ

ているが,今 後細目に関して各業界各企業が

EPAに 働 きかけを行 うことが予想される。

いずれにせ よ,世 界で最 も厳 しい環境規制

が行われることは間違いないため,わ れわれ

として も大いに注 目していかなければならな

い 。

=欧 州=

今 後EECは,東 欧,北 アフ リカ諸 国 を入

れ たEuropeanEnvironmentalProtection

Agencyを 設 け るこ とに合 意 してお り,米 国E

PAと 同様 な働 きを狙 ってい る。具体 的に は,

ガ ソ リン中のベ ンゼ ン分,芳 香族分 の規制 と

蒸気圧 の規制が考 えられて い るが,ヨ ー ロッ

パ 内で足並み を揃 えるのに まだ時間 が掛か り

そ うな情勢 であ る。諸 規制 の中 で も,ま ず早

急 に押 し進 め た い のは ガ ソ リン無 鉛化 で あ

る。(ふ るさわ たかか ず 主任研 究員)
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欧米における自動車の大気汚染防止対策の動向
一 デ ィーゼ ル 自動 車編 一

田 村 啓 一
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現在,わ が国のみならず欧米においても都

市における大気浄化の観点か らディーゼル自

動車の排気エ ミッション,と りわけ窒素酸化

物や粒子状物質(パ ティキュレー ト)の 低減,

およびこれらの対策技術に関す る議論 がなさ

れている。

ディーゼル車の排気エ ミッションの低減化

技術は,三 元触媒 によ り解決 されたガソリン

車のそれに比べ,は るかに複雑で困難 を極め

ており,立 ち遅れているとみなされている。

このようなことか ら,現 在,エ ンジン技術は

もとより,後 処理技術,ハ イブ リッド車(2

つの原動機 を用いた車両)な ど総合駆動シス

テムの検討(車 両技術),あ るいは代替燃料の

利用や現状の軽油性状の適合化 など燃料面か

らの検討など,多 角的な研究 ・開発が続けら

れている。

本報告では,欧 米におけるディーゼルの排

気規制お よび燃料規制 の動向 を述べ ると共

に,こ れらのディーゼル車の排気エ ミッショ

ンの低減化技術 とその開発状況について概説

する。

1.欧 米 におけるディーゼルの排気規制 およ

び燃料規制の動向

わが国におけるディーゼルの排気規制は,

平成元年12月22日 に公表された中央公害対策

審議会の答申に沿って,調 整 ・準備された同

答申による短期 目標の規制が,平 成3年3月

27日 に,運 輸省令第三号,お よび環境庁告示

第十六号 として公表 され,施 行の運びとなっ

ている。この結果,粒 子状物質(パ ティキュ

レー ト)規制の導入,NOx規 制の強化がなさ

れることとなった。 なお,10年 以内に達成さ

れるべ きと答 申された長期 目標値に関 して

は,引 き続き低減技術の開発状況の評価 を行

い,実 施時期の検討がなされるものとみられ

ている。 このようなスケジュールに沿ったわ

が国のディーゼルの排気規制の特徴は,既 に

欧米に比べて厳 しいとされるNOx規 制が,更

に強化 される点にある。

これに対 し,欧 米におけるディーゼルの排

気規制の特徴は,パ ティキュレー ト規制の導

入,強 化の検討が優先 されてお り,パ ティキ

ュレー ト低減技術の確立が求められている点

にある。 しかしなが ら,欧 米におけるディー

ゼルの排気規制 とその低減化技術 の議論で

は,パ ティキュレー トの低減 を短期間で実施

し,併 せ てNOx規 制の強化が打ち出されてお

り,従 来より言われてきた,欧 米における自

動車の排気規制はわが国 より甘いと言う状況

にはない。これらの概要を以下に示す。
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〔米 国〕

米 国におけ る,本 格的 なデ ィー ゼルの排 気

規制 強化の議論 は,カ ー ター大統領 時代 の'77

年,改 正大気 浄化 法 に基づ いたEPA(Envi-

ronmentalProtectionAgency)の 提 案 か ら

始 まった。 このEPAに よ るデ ィーゼ ル車 の

NOxと パ テ ィキュ レー ト(粒 子状 物質)の 大

幅 な低 減計画 は,エ ン ジンメー カー との再 三

の協 議 に もかか わ らず 結論 が 得 られ な い ま

ま,'85年3月 に なって ようや く規制 スケ ジュ

ー ルが公表 され た
。 しか しなが ら,本 規制 ス

ケジュール は,'90年 代 初頭 よ り,技 術 開発 の

目処 の たってい ないパ テ ィキュ レー トの後処

理装 置の装着 を前提 として いた点,燃 料 の低

硫黄化 が前提 となってい た点 な どか ら,エ ン

ジンメー カー は勿 論,石 油精製業 界の反発 も

大 き く,公 表 当時か らスムー ズな実 施が 危ぶ

まれてい た。

この間,実 際の都市環 境問題 を抱 えていた

カ リフォル ニア州 では,CARB(California

AirResourcesBoard)が 独 自の排気規制 や

燃料規 制 を打 ち出 し,実 施 し始 めて いた。

この よ うな状 況か ら,デ ィー ゼル の排 気規

制や その燃料規 制 に関す る協議 は,石 油 精製

業 界 をも巻 き込ん で再 開 され,表1-1に 示

した経緯 を経 て,先 の新 大気 浄化法 の成立 に

伴 い,一 応 の合 意が な され た。新 大気 浄化法

におけ る合意 に基づ く,重 量 デ ィーゼ ルエ ン

ジ ンの排 気規 制 とその燃 料規 制 を表1-2,

表1-3に 示 した。

表1-1米 国における重量デ ィーゼルの排気規制および燃料 品質の議論の経緯

連 邦(EPA)

1985年3月*[50FR10605]の 公 表
・デ ィーゼル排気規制 スケジュール

・軽油の低硫黄化の要求

1986年11月*NOx規 制 の一部変更

1988年
・パティキュレー ト規制の導入

・石油
,自 動車業界による'90以降の軽油品質(S

分0.05%,セ タン指数40)の 合 意

1989年
・ブッシュ大統領 による大気浄化法改正案(新

大気浄化法案)

1990年
・4月:上 院

,新 大気浄化法上院案 を可決
・5月:下 院,新 大気浄化法下院案 を可決

両院協議会 に ・NewYork市 の トラップ装

おけ る調整 着バス導入計画公表
・DetroitDiese1社 の トラッ

プ装着,ア ルコール用,C

NG用 エ ンジンの1991年 か

らの販売計画
・10/8妥 協 案成立

i・EPAに よ る1993年10月 か

らの軽油S分 のカット指令
・10/26下 院

,新 大気浄化法合意案 を可決
・10/27上 院

,新 大気浄化法合意案 を可決
・11/15ブ ッシュ大統領の署名により新大気浄化

法成立

カ リフォルニア(CARB)

1985年1月*軽 油S分 規制開始
・ロサ ンゼルスを含む一部地域 で軽油S分0 .05

%

1988年
・1993年 か ら軽油Arom分10%の 提案

(後 に軽油Arom分10%相 当燃 料 でOKと な

る。評価法,燃 料の探索はVE-1プ ロジェク ト)

1989年
・SouthCoastControlArea全 域 で軽油S分

0,05%

1990年
・VE-1プ ロジェク ト結果 を基に

,

ReformulatedDiese1の 発 売
・CARBに よ る低公害車(低 公害燃料)導 入プ

ログラムの公表
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表1-2米 国 の重量(H-D)エ ン ジン排気規制値 〔9/bhp-hr〕

ModelYear HC CO NOx PM Corrlments

1988 1.3 !5.5 10.7 0.6 FirstHDEPMStandard

1990 1.3 15.5 6.0* 0.6 *Delayedfrom'88

1991 1.3 15.5 5.0 0.25 UrbanBuses

1.3 15.5 5.0 0.25 Al10therH-D

1993 !.3 15.5 5.0 0.10* UrbanBuses*Delayedfrom'91

1.3 15.5 5.0 0.10 OtherBuses

1.3 15.5 5.0 0.25 A110therH-D

1994 1.3 15.5 5.0 0.05*1 UrbanBuses

1.3 15.5 5.0 0.10 OtherBusen

1.3 !5.5 5.0 0.10 A110therH-D

1998 1.3 15.5 4.0 0.10 H-DTrucks

*1技 術 が達 しな い場 合0.07

〔参 考 〕L-D:Sameasgasoline+0.20g/miPM(EPA)

0.08g/miPM(CARB)

表1-3-1

表1-3米 国 におけるディーゼル軽油の性状規制

石油,自 動車業界に よるディーゼル軽油の合意性状

・SulfurWt%(合 意 時 平 均0 .27)

1993年10月1日 よ りMax.0.05

・CetaneIndex(1983～87平 均45 ,1983～88Min27)

1993年10月1日 よ りMin.40

表1-3-2FinalRuleofEPA

・O.05wt%SulfurMax.(1993年10月1日 以 降)'

・40CetaneIndexMin .or35vo1%AromaticsMax.(1993年10月1日 以 降)

・NoWinterBlendingExclusion

・1991～93の 認 証 は0 .10wt%SulferMin。 で 実 施

表1-3-3CARBに よるディーゼル軽油の性状規制(1993年10月1日 以降)

・off-road
,on-road共 通

・0.05wt%SulfurMax.

・Aromaticsaverage:10%largerefiners

20%smallrefiners(HDDEに は 使 用 不 可)

*た だ し,Aromatics10%に 相 当 す る エ ミ ッ シ ョ ン レベ ル の 代 用 燃 料(Alternatives)で 可
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表1-2で 示 され るように,デ ィーゼ ル排

気 規制 の うち実施 の 危ぶ まれ て い た'91年 か

らのUrbanBusesの パ テ ィキュ レー ト0.10g/

bhp-hr規 制 につ いて は,2年 の遅れ が認め ら

れ,'93年 よ り実施 の運 び とな った。この結 果,

米 国で は'93年 よ りバ スで,'94年 よ り トラッ ク

でパ テ ィ キ ュ レー トの規制 が0.10g/bhp-hr

以 下 とな り,後 処理 装 置の装着 が必要 とな る。

これ に伴 い,'93年10月 以 降 のデ ィー ゼル軽油

は,硫 黄分0.05wt%以 下,セ タン指数40以 上

(あ るいは ア ロマ分35vol%以 下)と な る。

他方,既 に低硫 黄軽油(0.05wt%以 下)規

制が実施 され てい る 〔表1-1参 照 〕 カ リフ

ォルニ ア州 で は,'93年10月 以 降,平 均 アロマ

分10vol%,あ る いは これ と同等 の排 気エ ミッ

シ ョン レベ ル の燃料 の製 造 規 制 が実 施 され

る。 この対応 として,排 気エ ミッシ ョンが平

均 ア ロマ分10vol%に 相 当 す る燃料 の 開発検

討が 続け られてお り,結 果 を先 取 りして,一

部 の メ ー カ ー よ り,ReformulatedDiesel

(Fuel)と して販売 が開始 されて い る。

〔ヨー ロ ツパ 〕

ヨー ロ ッパ において は,'92年 に予定 され て

い るEEC市 場 統合 の際 の重量 ディーゼ ル車

の排 気規制 がEC委 員会 で決 まった。本規制

では,パ テ ィキュ レー ト規制 が導 入 され,そ

の規制値 は,85kWh以 下 車両 で0.63g/kWh,

85kWh超 え車両 で0.35g/kWh(型 式 認証 時)

と なってい る。EC委 貝会 では,窒 素酸化物

とパ テ ィキュレー トを中心 としたその後 の排

気規制 の強化案 が議論 されて い るが,当 面,

バ テ ィキュ レー トの後処理 装置 の装 着 を必要

とす るレベ ルの規制 は考 えられてい ない。E

ECに お け る規 制値 お よび スケ ジュー ル を表

2-1に 示 した。

表2-1EECH-DVehicleEmissionsStandards'i〔g/kWh〕 ・EC委 員 会 案

PM

Regulation HC CO NOx Above Below Comments

85kW 85kW

ECER49 3.5 14.0 18.0

ECER49-01 2.4 11.2 14.4 NewModels1.10.1989

(88/77/EEC) AllProduction1.10.1990

'92年 規制 1.1 4.5 8.0 0.35 0.63 NewModels.1.7.1992

AllProduction31.12.1992

'96-7年 規制 1.! 4.0 7.0 0.15*2(0.30) UnderDiscussion

0.6 2.0 7.0 0.15*2 ドイツの提案

'Ol-2年 規 制 0.6 2.0 5.0 0.15*2 UnderDiscussion

IVECOFIATの 予 測

*1TAS(TypeApprovalStandard)値,な おCOP(ConformityofProduction)で は10%程 度 の 許容 が認

め られ る。

*2後 処 理装 置 を装 着 しな い最 低 レベ ル で設 定 す るこ とで一 致。
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しか しなが ら,EC委 員 会 の排 気規制 を受

け た欧 州 議 会 の諮 問 機 関 で あ る環 境委 員 会

(ECEP二theEnvironmentComitteeofthe

EuropeanParliament)で は,EC委 貝 会 よ

りは るか に厳 しい排 気 規制 を承 認 した ため

〔表2-2参 照 〕,混 乱に陥 って いる。事 実 ヨ

ー ロッパ では
,都 市行 政府 におけ るパ テ ィキ

ュ レー トの低 減 を求 め る声 は強 く,パ テ ィキ

ユレー トの後処理技術の開発意欲は米国を上

回っている。

EECに おける環境面か らのディーゼル軽

油の品質規制は,硫 黄分が市場統合の際に0.

20wt%に 統合 されるものの,本 格的には今後

の排気規制の議論の際になされることが予想

されている。その際に議論の対象 となる性状

は,硫 黄分 とセタン価 とみ られている。

表2-一 一2EECH-DVehicleEmissionsStandards*1〔g/kWh〕 ・欧 州 議 会 案

RegulatiOI1 HC CO NOx
PM

Comments

Lorries Buses

'92年 規制

'96年 規制

1.0

0.6

4.5

2.0

7.0

5.0

0.3

0.!

0.1 1.7.1992よ り

1,10.1996よ り

*1TAS(TypeApprovalStandard)値

〔参 考 〕 テ ス ト燃 料 の 変 更

Sulfurcontent:maximumO.05%mass

Cetanenumber:millinlum50

Aromaticcontent:lessthan10%

Distiilation:90%point240℃approx.

II.デ ィーゼル排 気エ ミッシ ョンの低減化技

術の動 向

デ ィーゼ ルエ ンジンには,出 力特性,熱 効

率,耐 久性 な ど動力源 として優 れた特徴 が あ

る反面,ガ ソ リンエ ン ジンにはみ られ ないパ

ティキュ レー トの排 出,排 気 中の高 い酸素 濃

度 の ため に低 減化 され に くいNOxの 排 出 な

ど,大 気環境保 全面 か らの 欠点が あ る。 一般

的 に パ テ ィキ ュ レー トとNOxの 排 出 に は ト

レー ドオフの関係が あ り,こ れ らの エ ミッシ

ョンの低減 を困難 に して いる原因の一 つ とな

って いる。 この ため,現 在議論 され てい る排

気規 制 レベ ルの達成 は,エ ン ジンの みの技術

では不可 能 と考 え られ てい る。

この ような状況 か ら,現 在,エ ン ジンにおけ

る対策技術を補 う,各 種エ ミッション低減化

の技術が検討されている。ここでは,欧 米に限

定せず,こ れら最近注目されているディーゼ

ル排気エ ミッションの低減化技術 を紹介する。

1.EGR,触 媒によるNOx低 減

ディーゼル排気のNOx低 減化の技術は,と

りうる方策に限 りがあり,決 定的に良い方策

は極めて少な く,NOx規 制の厳 しいわが国の

エンジンメー カーが対応に苦慮 している原因

となっている。

1)EGRに よるNOx低 減

排気ガス再循環(EGR)装 置は,要 求寿

命の比較的短 いディーゼル乗用車では実用化

されているものの,要 求される寿命の長い中

量車や重量車の直接噴射エンジンでの採用は
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みお くられて きた。 しか しなが ら,今 後のわ

が国におけるNOx規 制 スケジュー ルの 中で

は採用せ ざるを得 ない状況にある。

EGRの 採用による問題は,高 負荷におけ

るパティキュレー トの増加お よびエンジン各

部の摩耗が促進される点にある。この摩耗で

は,潤 滑油に入 り込む微粒子が原因と推定さ

れる摩耗 と,燃 料中の硫黄分に由来する硫酸

による低水温時における腐食摩耗が認め られ

ている。 この対策 として,耐 摩耗性部品の開

発,燃 料の硫黄分の低減,専 用潤滑油の開発

な どが有効 と考えられている。これらの対策

と同時に,実 際の中量車や重量車の直接噴射

エンジンでの採用に際 しては,効 果 とエンジ

ン耐久性のバランスを考慮 した,中 低負荷で

適切なEGR率 の範囲内の適用がなされるも

の と考 えられている。

2)触 媒によるNOx低 減

触媒 を利用 したNOx低 減方策 として,NO

の直接分解触媒(反 応式:NO→1/202+

1/2N2)と 還元剤 を使用 した選択接触還元

触媒(反 応式:NH3+NO+1/402→N2+

3/2H20)が 考えられている。

NOの 直接分解触 媒 は,デ ィーゼ ル排 気

NOx低 減策 として,最 も理想的な方策 と考え

られてお り,近 年,盛 んに研究 されているも

のの問題点 も多い。直接分解触媒 では,古 く

か ら知 られていた,担 持金属触媒,酸 化物系

触媒に加 え,近 年,金 属 イオン交換ゼオライ

ト触媒が検討されている。 これらの直接分解

触媒は,従 来に比較すると分解活性の高いも

のが見つけられているが,実 用化 を考慮 した

評価 をす るなら,ま だまだ解決すべ き点が多

く残されている。 これ らの課題は,酸 素共存

下における活性の低下の抑制,高 活性 を示す

温度範囲の拡大,水 分の対策などと考えられ

ている。これ らの触媒のNO分 解活性例 を表

31)に 示 した。

他方,選 択接触還元触媒では,従 来のNH3

に替わ り,プ ロパンなど炭化水素 を還元剤 と

して低濃度で使用 し,低温,高 酸素雰囲気で高

い活性を示す触媒(但 し,この触媒は水分によ

り一時被毒 される)が 見出されている 〔表42>

参照〕。この方式では,還 元剤の選定,供 給方

法など,基 本的に自動車での採用には不利が

あるものの,今 後の進展が注 目されている。

表3各 種触媒のNO分 解活性 の比較1)

Prepn. Cont.time 02 NOConversiontoN2(%)
Catalyst

method (9・S・cm-3) (%) 400℃ 500℃ 600℃ 700℃

Pt/Al、0、 Commercial 3 0 7.3 23 46 62

(0.5%Pt) 0.05 20 40

1 1.3 4.4

10 0.4 0.7

CO304 Precipitation 1 0 32 63 60

0.05 16 53 53

1 1.9 19 27

10 0.7 3.1 11

Cu/ZSM-5 IonExchange 1 0 48 38 20

0.05 32 27 15

1 9.6 14 8.6

10 2.1 6.0 4.7

Reactioncondition:NOConc.1000ppm
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表4ゼ オライ ト触媒におけ る炭化水素によるNOの 選択還元2)

Sio、/Al、0、 NOConversiontoN2(%)
Catalyst

moleratio
Hydrocarbon

200℃ 300℃ 400℃ 500℃ 600℃

H-ZSM-5 62.7 C3H8 49 59 38 24

C3H6 33 50 24 9.8 5.8

H-mordenite 20.1 C3H8 58 65 48 32

HY 49.7 C3H8 9.0 19 26 22

C3H6 20 36 25 15 9.1

Na-ZSM-5 62.7 C3H8 20 32 14 8.6 6.9

silicalite C3H8 14 22 19 12

silicagel C3H8 <0.4 〈0.6 〈1.1 <1.0

Reactioncondition:NOConc.1079ppm,02conc.9.9%,HCconc.323ppm,

contacttime19・s・cm-3

2.後 処 理 によ るパテ ィキ ュ レー トの低減

1)フ ィル ター トラップ(DPF)シ ス テム

欧米 にお いては,パ テ ィキュ レー トの後処

理 技術 として図13)に 例 示 され るよ うなフ ィ

ル ター トラップ(DPF)シ ス テムが着 目さ

れ,フ ィー ル ドテ ス トがな され てい る。DP

F(DieselParticulateFilter-trap)シ ス テ

ムは,排 気 中のパ ティキュ レー トをフィル タ

ー で トラップ し
,燃 焼(再 生)さ せ るこ とに

AutoMode:

。Trap1しoadlnq .
。Trap2Regenerating

より除去する方式であり,燃 料の低硫黄化の

要求はフィルターに蓄積 される硫化物による

目詰 まりに対する懸念か らであった4)。フィ

ル ター に蓄積 されたパティキュレー トを着

火 ・再生す る手法 としては,燃 料バーナーや

電気 ヒーター を使用 して強制着火させる方法

と,助 燃剤 を利用 してパティキュレー トの着

火温度を下げ自己着火させる方法が検討 ・実

施 されている。

富離1

畢

Exheus.t

8ackpressure

RelierValvo

雛

Filtered

Exhaust

図1フ ィル ター トラ ッ プ(DPF)シ ス テ ム例3)
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一般的に
,強 制着火による再生 システムで

は,図25)に 示 され るように,バ ティキュレー

ト蓄積量が少ない と燃焼が継続 しに くく,逆

に多す ぎるとフィルターの溶損につなが るこ

とか ら,厳 しいパティキュレー ト蓄積量の把

握(管 理)が 要求され る。これに対 し,自 己

着火による再生 システムでは,パ ティキュレ

ー トの燃焼性が優れてお り,少 ない蓄積量で

の再生が可能でフィルター温度の上が り過ぎ

も少ない。 しか しながら,こ の方法は低速 ・

低負荷 の運転が継続 されると全 く再生機能が

作動 しないとい う大 きな難点がある。

Heater

{A-type)

Heater

(B-type)

AccumulatedPa「ticulate(9/1)

024681012141618

illl ll lll

司 ,

置

,

■ 　

1

,

一 〇 ・

b噸

＼
ImperfectSafecrackandHelt
RegenerationRegeneration

図2パ ティキュレー ト補集量と再生可能範囲5)

こ れ らの フ ィー ル ドテ ス トでは,都 市バ ス

を中心 に した検 討が実施 され てお り,そ れ ぞ

れ の シス テムに合 わせ た信頼性や 耐久性 の向

上 のための技術 開発が な され てい る。 これ ら

の フ ィール ドテ ス トの具体 的 な状 況 を国毎 に

以下 に示す。

[米 国]

米 国にお け る,DPFシ ス テムの フ ィー ル

ドテス トはニュー ヨー ク市,デ イ トン市,ロ

サ ンゼル ス市 を始め とす る多 くの都市 にお い

て,都 市バ ス を中心 に実施 されて い る。 この

うちニ ュー ヨー ク市 にお いては,現 在運 行 し

てい る同市 の全バ スへのDPFシ ス テム装着

計 画 を公表 して い る。 これ らの フ ィール ドテ

ス トや運行 に用 い られ るDPFシ ス テムの大

部分 は,電 気 ヒー ター を利 用 した着 火再生方

式 によ るDonaldson社 の シス テム6)で あ る。

なお,米 国 において は,当 初議論 され た軽 油

の硫黄分 に起 因 したDPFの 目づ ま りの問題

は,硫 黄分 の規 制問題 が決着 した こ とか ら検

討 されて いない。

[イ タ リア]

燃 料バー ナー を利 用 し着 火再 生 を行 う,I

VECO社 製 システムの フ ィー ル ドテ ス トが

ローマ市 な どで,継 続実施 され てお り,中 間

結 果が報告7)さ れ てい る。 これ と並行 し,同

社 が販売 を開始 した 同様 な システム によ る都

市バ スの運行が,イ タ リア諸都市 にお いて開

始 され てい る。同社 の'90年 の シス テムの生産

量 は400台 で ある。

[ド イツ]

Benz社,KHD社,MAN社 な どのお よそ

20種 に及ぶDPFシ ス テム のフ ィー ル ドテス

トが,ド イツ環 境省 に よるナ シ ョナ ルプ ロジ

ェ ク トとして,都 市バ ス を中心 とした1500台

余 りの車両 を用 いて実施 されて いる。一般的

に,技 術開発 途上 にあ るこれ らの フ ィー ル ド

テス トでは二連 式(主 に新車 に採用)や バ イ

パ ス式(主 に レ トロフ ィ ッ ト用)が 使 用 され

てい るが,KHD社 は フル フロー 式8)を 採用

してお り,テ ス ト結果 が注 目され てい る。

[ギ リシャ]

排 気 スロ ッ トリン グ とセ リウム系燃料添加

剤 に よる 自己着火再 生 を利用 したELBOシ

ス テム に よる100台 余 りの都 市 バ スの運行 が,

ア テネ地域 のバ ス運行 公 団(EAS)に よ りな

され てお り,中 間結 果が 報告9)さ れて い る。

同公団 は資金の 目処 が付 けば保有 す る全車両

(1800台)に 取 りつ けた い として る。 同 システ
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ムは,取 り合 えず レ トロフ ィ ッ ト用 と して開

発 され1台3000US$と 他 シス テムの半分 以下

の価格 で ある。だだ し,燃 料 添加剤 を使 用 す る

ため燃料 費 は2%上 昇す る。 なお,同 システ

ムの開発 グルー プは,DPFの 目づ ま りの原

因 とな るこ とが危惧 されてい た軽 油 中の硫 黄

分 に対 し,現 状 では特 に問題 ない としてい る。

[フ ラ ンス]

ELBOシ ス テ ム に よ る500台 の フ ィー ル

ドテス トがパ リ市,リ ヨン市 で計 画 されてい

る。(ELBO社 談)

2)酸 化 触媒 方式

パ ティ キュレー ト中のSOFの 低 減 を 目的

とした,非 フィル ター の酸化 触媒(オ ー プ ン

型あ るいは フロー スルー 型)で は,表510)に

示 され るよ う,前 記DPFシ ス テムの様 な複

雑 なシス テムを必要 としない ため,利 用法 に

よっては有利 との観点か ら,軽 量 車 を中心 と

した 多 くの フ ィー ル ドテ ス トが な され て い

る。 この組織 的な フィー ル ドテス トとしては

CRC(米 国,CoordinatingResearchCoun-

cil)に よ るVE-9プ ロ ジェ ク トが ある。

酸化触 媒 のデ ィーゼ ル排 気処理へ の利用 に

お いては,排 気 中のSO、 がSO3に 転 化 され,現

状のパ テ ィキュ レー トの測定 では,バ ティキ

ュ レー ト量が 増加 す る とい う難 点が指摘 され

て い る。この問題 に関 し,Degussa社 は デ ィー

ゼ ル排 気エ ミッシ ョンに対 す る活性低 下 な し

にSO2のSO3へ の 転 化率 の大 幅 な抑制 が 可能

なこ とを示 してい る 〔図311)参 照 〕。

表5パ ティキュレー ト対策 システムの特徴10)

トラ ップ トラップ型触媒
オ ー プ ン 型

SOF分 解 触媒

SOOT

処理対象物 SOOT SOF SOF

CO,HC CO,HC

高い除去率 ← 背圧低い

現行 エンジンに も適 ← 再生デバイス不必要

応可能 安価
長 所 サルフェー トの生成 NO、 以 外 は全 て 低 割れ,溶 融の危険性

なし 減可能 少 ない

触媒容積小さく搭載

性良好

背圧高い ← SOOTの 除去率低い

再生デバイス必要 ←

システム複雑 ←

トラップの容積大 ←

短 所 アッシュによる閉塞 ←

割れ,メ ル トの危険 ←

性大

サルフェー トの生成 ←

考慮必要
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図3触 媒によるサルフェー ト生成の差異11)

3.ハ イブリッ ド化によるデ ィーゼル車の排

気低減

近年,大 気汚染対策,省 石油,省 エネルギ

ーなどを目的 として,異 なる種類の原動機 を

組合せ,双 方の長所を生か して車両を駆動す

る,い わゆ るハ イブ リッ ドシステムの考え方

が生 まれ,内 燃機関 と他の原動機によるハイ

ブ リッ ド車の開発が進められている。これに

加え,最 近では,車 両の制動エネルギーの回

収技術の研究がなされ,な おいっそうの効果

の向上が期待 されている。

ディーゼルエンジンと他の原動機 によるハ

イブ リッ ドの研究開発では,デ ィーゼルー電

動機,デ ィーゼルーフライホイール,デ ィー

ゼルー流体アキュームレーター方式などのハ

イブ リッ ド車が試作 ・テス トされている。 こ

れ らの試作例 としては,海 外では,VW社 の

デ ィー ゼルー 電動機iハ イブ リッ ド車12),VO

LBO社13)の デ ィー ゼ ルー フ ラ イ ホイー ル

ハ イブ リッ ド車,カ ナ ダNRC(National

ResearchCouncil)14)やM.A.N社15)の デ ィ

ーゼ ルー流体 ア キュー ム レー ターハ イブ リッ

ド車 な どが知 られ てい る。

わが国 において も,日 野 自動 車工業㈱ な ど

が 開発 した,制 動エ ネル ギー を電気 として 回

生 し,そ の電 力で車両 の発進 ・加 速時 にエ ン

ジンの トル クア シス トす るパ ラ レル方式 のデ

ィー ゼルー電動機 ハ イブ リッ ド車16),三 菱 自

動車工 業㈱ の開発 した,制 動 エネル ギー を流

体 アキュー ム レー ター で蓄積 し,発 進 時は流

体圧 のみ で,加 速時 は流体 圧 のア シス トドラ

イブで運転 され るデ ィー ゼ ルー 流体 アキュー

ム レー ター 方 式ハ イ ブ リッ ド車17)な どの 試

作例が知 られ てい る。 これ らの一例 として,
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図4HIMRシ ステム(日 野 自動車工業の システム)の 構成16)

表6HIMRシ ス テ ム の 効 果16)

テ ス トモ ー ド 測 定 結 果

NOxの

改善割合
N13モ ー ド

6モ ー ド

平成元年規制に対 して

一24%

-28%

黒煙濃度

1000rpm全 負荷 4%

1500rpm全 負 荷 8%

2000rpm全 負荷 19%

フ リー加速 13%

HIMRシ ステム と呼ばれる日野自動車工業

㈱のシステムおよび効果を図4,表6に 示 し

た。

4.軽 油 の適合 化(燃 料面か らの排 気 エ ミッ

シ ョン低減)

燃 料か らのデ ィー ゼル排気 浄化 では,近 年

議論 され て きた軽油硫 黄分 の低 減 とは別 に,

先 に示 した米国 におけ るReformulatedDie-

se1の 採 用,ギ リシャな どにおけ る助 燃剤の採

用 な ど新 たなエ ミッシ ョン低減対策 の技術 的

な動 きが あ る。

1)性 状 の適合化

米国,カ リフォルニア州 では,'93年10月 以

降,平 均 ア ロマ分10vol%あ る いは これ と同等

の排 気エ ミッシ ョンの燃料の製造規 制が実施

され る。 この対策 として,コ ス ト効率 とい う

観 点か ら,CRC(CoordinatingResearch

Counci1)VE-1プ ロ ジェ ク トPhaseIIが 実

施 された。VE-1プ ロ ジェ ク トPhaseIIの
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結果,デ ィー ゼル排気 に影響 を与 える燃料 性

状 は,ア ロマ分 とい うよ りもセ タン価 で ある

こ とが判 った18)。

以 上の状 況か ら,米 国石油 各社 は,カ リフ

ォルニ ア州 の燃料規制 対応 として,低 硫 黄化

とセ タン価 の組み合 わ を主体 とす る軽 油の製

造 準備 にはい ってお り,結 果 を先取 りした一

部 の メ ー カ ー は既 に,こ の よ うな 軽 油 を

ReformulatedDieselと し てパ イ ロ ッ ト販 売

を開始 してい る。パ イロ ッ ト販 売 を開始 した

Chevron社 で は,同 油 と通常 の軽油 には,表7

に 示 され る排 気エ ミッシ ョンの差異 が あるこ

とを示 してい る19)。な お,カ リフォル ニア州

は,ReformulatedDieselの 発 売 に際 し,添 加

剤組成 の報 告や排気 エ ミッシ ョン試験 の実施

表7Chevron社 のReformulatedDieselの 排 気

低 減 効 果19)

HC

CO

PM

NOx

90

ユ07卜

70

5

3

¢

0

考
2
℃
5

留

ぴ
"
句
9

《

0.1

Upto40%

Upto20%

Upto9%

Upto2%

AutSentemperetur:・200

などをi義務づけている。

2)助 燃剤 を添加

欧米におけるフィルター トラップ(DPF)

システムの採用の動 きに伴い,軽 油に助燃剤

を添加 し,パ ティキュレー トの着火温度を下

げ自己着火 させ ることにより,DPFシ ステ

ムの簡素化やDPFの 耐久性の向上 を図る方

策が,実 用化の方向にある。この例 としては,

鉄系助燃剤 を利用 したVW社 の システム20)

や,セ リウム系助燃剤を利用 したアテネ市の

路線バスに用 いられているシステム9)な どが

挙げられ る。

助燃剤 を添加 したDPFシ ステムでは,こ

れら無機成分の大気への放出やフィルターへ

の蓄積 と共に,パ ティキュレー トの自己着火

を確実に起 こすシステム信頼確保の問題があ

る。この点に関 し,VW社 は,外 気温度一20℃

で50km/hの 速度が5km程 度あれば確実 に

自己着火す るこ とを示 している 〔図520)参

照〕。路線バスに用いているアテネ市の場合で

は,前 記 したように排気スロッ トリングによ

り排気温度を上げることにより,着 火が起 こ

りやすいよう工夫している9)。
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5.代 替燃料の利用

燃料面か らの排気エ ミッション低減対策の

いま一つの方策 として,メ タノールや天然ガ

ス(CNG)に 代表 される代替燃料の自動車

への利用がある。 しか しなが ら,こ の方式は

引き続 き検討 されているものの,米 国の新大

気浄化法におけ る'98年までの排気規制 では

その採用は考慮されていない。代替燃料の実

現に関 しては,一 般的に,CNGの みがエン

ジン技術,資 源量,エ ネルギー経済性等の観

点から,都 市バスなど地域限定で使用され る

可能性があるとみられている。

従来 より,CNG自 動車は,オ ットー タイ

プの改造エンジンを使用 して,天 然ガス産出

国を中心 として利用されてきたが,デ ィーゼ

ル代替は少ない。近年,こ れ らの国々の中で

も厳 しいディーゼル排気規制が計画されてい

る北米や イタ リアでは,大 手エンジンメー カ

ーによ りCNGの 専用エ ンジンの開発 ・研究

が実施 され発売開始されている。 しか しなが

ら,デ ィーゼル排気規制 を満たすCNGの 専

用エ ンジンも基本的にはオッ トータイプのエ

ンジンであり,希 薄燃焼化 による熱効率向上

が求められている。(た むら けいいち 主管

研究貝)
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わが国の新 しい自動車排出ガス規制について

片 山 優久雄

1.は じ め に

近年,自 動車の増加 と宅配等の トラックに

よる流通産業の飛躍的な発展に伴い,度 重な

る自動車排出ガス規制強化にも関わらず,大

都市におけ る大気汚染の改善は一向に進展 し

ないばか りか,車 両数量の急増に伴って引き

起こされる渋滞によって悪化の傾向にある。

自動車の排 ガスが主因 をなす大気汚染 に

は,① 一酸化炭素や窒素酸化物 と炭化水素に

よって引 き起 こされるオゾン汚染(光 化学ス

モッグ),②硫黄酸化物や窒素酸化物による酸

性雨汚染,③ 未燃炭化水素 とスス等が主成分

の粒子状浮遊物質(パ ティキュレー トとも呼

ばれる)に よる汚染等がある。わが国では,

硫黄酸化物,一 酸化炭素,炭 化水素に対す る

大気環境基準値はクリアされているが,窒 素

酸化物 と粒子状浮遊物質による大気環境基準

値については,昭 和60年 までは達成 ・改善の

傾向にあったが車両台数の急激な伸びによっ

て悪化の傾向に転 じた。 これ らの汚染要因を

削減 し,大 都市部の大気環境の改善 を図るた

めに,平 成元年12月22日 に中央公害対策審議

会(以 下 中公審と略す)に よって新たな排ガ

ス規制案の提示が行われた(答 申)。

この中公審の答申を受け,環 境庁はディー

ゼル車を中心 とする窒素酸化物に係わる排出

ガス規制強化(最 大35%削 減)及 び粒子状物

質 ・黒煙に係わる許容限度の新設 ・強化 と,

全車種 に係わる排出ガス試験測定モー ドの変

更を盛 り込んだ大気汚染防止法に基づ く 「自

動車排出ガスの量の許容限度」(環 境庁告示)

を平成2年3月27日 付け告示 した。

また同日付けで,運 輸省は,道 路運送車両

法に基づ く 「道路運送車両の保安基準」 を一

部改正 した。そこで本稿では,環 境庁の告示

と運輸省の 「道路運送車両の保安基準」改正

内容について以下に紹介する。

2.規 制限度の改定について

2.1改 定の背景

既に述べたように,わ が国の自動車排ガス

中の窒素酸化物 による汚染は,図1')に 示 さ

れているように,昭 和60年 を境に悪化の傾向

にあり,ま た粒子状浮遊物質についても昭和

60年 より横這い傾 向にある(図2')参 照)が 車

道沿いでは増加の傾向にあると考えられてい

る。このような状況 を改善す るために中公審

答申に基づ く新 しい自動車排ガス規制の告示

が出された。 この新排ガス規制は,経 済性の
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面か らこれ まで規制の緩やか だった トラ ッ

ク ・バスの窒素酸化物の低減及び現在の走行

パターンとはあまりに も異なって しまった排

ガス試験用運転モー ドの改正 と新たな粒子状

浮遊物質の規制が盛 り込まれた。

なお,中 公審の答 申に盛 り込まれている粒

子状浮遊物質の最終低減 目標の達成のために

トラック ・バスの窒素酸化物の低減に用いら

れる排ガス再循環器(EGR)等 の排ガス減少

装置の機能規定の整備 と,燃 料軽油の低硫黄

化(0.05重 量%硫 黄分)も 将来目標 として盛

り込まれている。 この長期 目標値を達成する

ため,脱 硝触媒の改良,粒 子状浮遊物質の酸化

触媒の開発,軽 油の深度脱硫触媒の開発等が

研究機関等で行われている。
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図1大 気中の二酸化窒素濃度の推移1)

6263

(年 度)

日召利】4950515253545556575859606162 63

(年 度)

図2大 気中の粒子状浮遊物質濃度の推移1)

2.2項 目別の主な改正内容

2.2.1測 定モー ド及び規制方法の変更

現在 まで用いられてきた自動車の排出ガス

測定モー ドは,昭 和40年 代後半の走行実態に

基づいて定められたもののため,現 在の大都

市部の一般道における渋滞走行の増加や都市

内自動車専用道路における高速走行の増加等

に よって,大 都 市 におけ る走行 パ ター ンは大

き く変化 して きてい る。 そ こで,① 現行 の車

両 総重量2.5ト ン以下 のガ ソ リン ・LPGの 乗

用車,軽 量車,中 量車及 び軽貨物車,車 両総

重量1.7ト ン以下 のデ ィーゼ ル の乗用 車 及 び

軽量車 に適用 されて い る通称10モ ー ド,② 車

両総重 量2.5ト ン超 のガ ソ リン・LPGの 重 量

一26一



車 に適用 されて い る通 称 ガ ソ リン ・LPG6

モ ー ド,③ 車両 総重量1.7ト ン以上 のデ ィー ゼ

ル車 に適用 のデ ィーゼ ル6モ ー ドを,現 実 の

走行 実 態調査 に基づ き都 市内高速 走行 及 びア

イ ドリン グ走行 につ いて よ り実態 を反映 させ

且つ試 験の再現性 を勘案 して以下 の よ うに変

更 されて いる。

(1)10モ ー ド→10・15モ ー ド(平 成3年 規制)

車 両総重量2.5ト ン以下 のガ ソ リン・LPG

の 乗 用車,軽 量車,中 量車 及び軽 貨物車,

車 両総 重量1.7ト ン 以下 の デ ィー ゼ ルの 乗

用車及 び軽量車 に適用。

(2)ガ ソ リン ・LPG6モ ー ド→ ガ ソ リン ・

LPG13モ ー ド[濃 度規 制(ppm)→ 重 量

規制(g/kWh)](平 成4年 規制)

車 両 総重 量2.5ト ン超 のガ ソ リン ・LPG

重 量 車

(3)デ ィーゼ ル6モ ー ド→10・15モ ー ド[濃

度規制(ppm)→ 重 量規制(g/km)](平 成

5年 規制)

車 両 総重 量1.7ト ン超2.5ト ン以下 のデ ィ

ーゼ ル 中量 車

(4)デ ィーゼ ル6モ ー ド→ デ ィーゼ ル13モ ー

ド[濃 度規制(ppm)→ 重 量規制(g/kWh)]

(平 成6年 規制)

'車 両 総重 量2
.5ト ン超 のデ ィー ゼ ル重量

車

また上 述の よ うに,車 両総重 量2.5ト ン超 の

ガ ソ リン ・LPG重 量 車 及び デ ィーゼ ルの軽

量車,中 量車,重 量車 に対 して,今 までの濃度

規制(ppm)か ら重 量規制(g/km又 はg/kWh)

に改 め られ実質 的 な規制 強化 とな ってい る。

表12)に 車 種別 測定 モー ド及 び規制 方 法 の

変 更の ま とめ を,表23),表32),表43),表52),

図3,図4に 新 旧の測定 モー ドを示 した。

表1車 種別の測定モー ド及び規制方法の変更

自 動 車 の 種 類 改 正 前 改 正 後

デ ィー ゼ ル

乗 用 車
10モ ー ド

(9/km) !0・15モ ー ド

(9/km)

トラ ッ ク

・バ ス

軽 量車(GVW≦1.7t)

中 量車(1.7t<GVW≦2.5t)
デ ィー ゼ ル6モ

ー ド(PPm)

重 量 車(2.5t<GVW)
デ ィー ゼ ル13モ ー ド

(9/購)

ガ ソ リン ・

LPG

乗 用 車

10モ ー ド

(9/km)

10・15モ ー ド

(9/km)

ト ラ ッ ク

・バ ス

軽貨物車

軽 量 車(GVW≦1.7t)

中量 車(1.7t<GVW≦2,5t)

重量 車(2.5t<GVW)
ガ ソ リン ・LPG

6モ ー ド(PPm)

ガ ソ リン ・LPG

13モ ー ド(9/恥)

注)① 規制方法が濃度規制(ppm)か ら重量規制(g/km,又 はg/kWh)に 変更

②GVWと は車両総重量のこと
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表2ガ ソ リン ・LPG重 量 車 両 用6モ ー ド(旧 ガ ソ リ ン ・LPG6モ ー ド)

運転順位 運 転 条 件 係 数

1 アイドリング状態 0,125

2 2000回 転 で運 転 して い る状 態(ブ ー ス ト圧:125mm/Hg) 0,114

3 3000回 転 で運 転 してい る状 態(ブ ー ス ト圧:125mm/Hg) 0,277

4 3000回 転 で運 転 し てい る状 態(ブ ー ス ト圧:200mm/Hg) 0,254

5 2000回 転 で運 転 して い る状 態(ブ ー ス ト圧:200mm/Hg) 0,139

6 2000回 転(ブ ー ス ト圧:200mm/Hg)か ら気 化 器 全 閉 で1000回 0,091

転に減速運転(減 速に要する時間は10秒)

表3車 両重量2,500kgを 超えるガ ソリン ・LPG車 に適用され るモー ド(新 ガソ1)ン ・LPG13モ ー ド)

運転順位 運 転 条 件 係 数

1 ア イ ド リング 0,157

2 最高出力時の40%の 回転数で全付加時の40% 0,036

3 最高出力時の40%の 回転数で全付加時の60% 0,039

4 ア イ ド リン グ 0,157

5 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の20% 0,088

6 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の40% 0,!17

7 最高出力時の80%の 回転数で全付加時の40% 0,058

8 最高出力時の80%の 回転数で全付加時の60% 0,028

9 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の60% 0,066

10 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の80% 0,034

1! 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の95% 0,028

12 最高出力時の40%の 回転数で全付加時の20% 0,096

13 最高出力時の40%の 回転数で全付加時の20%か ら気化器の絞 り弁全閉 0,096

で20%の 回転数に減速(減 速時間は10秒)

表4デK一 ゼル 自動車用6モ ー ド(旧 デ ィーゼル6モ ー ド)

運転順位 運 転 条 件 係 数

1 アイドリング状態 0,355

2 最高出力時の40%の 回転数で全負荷 0,071

3 最高出力時の40%の 回転数で全負荷の25% 0,059

4 最高出力時の60%の 回転数で全負荷 0,107

5 最高出力時の60%の 回転数で全負荷の25% 0,122

6 最高出力時の80%の 回転数で全負荷の75% 0,286
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表5車 両 重 量2,500kgを 超 え るデ ィー ゼ ル 自動 車 に適 用 され るデ ィー ゼ ル13モ ー ド(新)

運転順位 運 転 条 件 係 数

1 ア イ ドリン グ 0,205

2 最高出力時の40%の 回転数で全付加時の20% 0,037

3 最高出力時の40%の 回転数で全付加時の40% 0,027

4 ア イ ドリン グ 0,205

5 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の20% 0,029

6 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の40% 0,064

7 最高出力時の80%の 回転数で全付加時の40% 0,04!

8 最高出力時の80%の 回転数で全付加時の60% 0,032

9 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の60% 0,077

10 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の80% 0,055

11 最高出力時の80%の 回転数で全付加時の95% 0,049

12 最高出力時の80%の 回転数で全付加時の80% 0,037

13 最高出力時の60%の 回転数で全付加時の5% 0,142
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図4小 型 車(2,500kg以 下)の 車 両 用 の 新 走 行 パ ター ン(10・15モ ー ド)
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2.2.2窒 素酸化物の規制強化

今回の自動車の窒素酸化物の規制強化は,

今 まで規制の緩やかだったガソリン ・LPG

重量車 とディーゼル車(デ ィーゼル乗用車 を

除 く全車種)を 対象 としてお り規制値 も濃度

値から重量値に改め られ規制が強化 されてい

る。規制強化の内容 を以下に示す。

(1)ガ ソリン・LPG重 量車→NOx19%低 減

(平成4年 規制)

(2)デ ィーゼル軽量車→NOx33%低 減(平 成

5年 規制)

(3)デ ィーゼル中量車→ 直噴式NOx35%低

減(平 成5年 規制)

(4)デ ィーゼル重量車→直噴式NOx17%低

減[副 室式NOx2%低 減](平 成6年 規制)

2.2.3粒 子状浮遊物質の規制導入及び黒煙

規制強化

ディーゼル車の粒子状物質の許容限度設定

値は,希 釈 ・フィルター捕集法の測定設備 の

導入に必要な期間を考慮し,且 つ,窒 素酸化

物の規制実施 と合わせている。

以下に規制の内容 を記す。

(1)デ ィーゼル軽量車(平 成5年 規制)粒 子

状 浮遊 物 質 →0.34g/km(新 規制)黒 煙

[(50%)]→20%低 減(規 制後40%)

(2)デ ィーゼル中量車(平 成5年 規制)粒 子

状 浮遊 物 質 →0.43g/km(新 規制)黒 煙

[(50%)]→20%低 減(規 制後40%)

(3)デ ィーゼル乗用車(平 成6年 規制)粒 子

状 浮 遊物 質 →0.34g/km(新 規 制)黒 煙

[(50%)]→20%低 減(規 制後40%)

(4)デ ィーゼル重量車(平 成6年 規制)粒 子

状浮遊 物質→0.96g/kWh(新 規制)黒 煙

[(50%)]→20%低 減(規 制後40%)

この答申に基づ く粒子状物質の測定法 とし

て,希 釈 トンネル を用いる希釈 ・フィルター

捕集法が提案 されている。この測定法は,既

に米国で用い られてお り,希 釈 トンネルで排

出ガス全量を希釈する測定方法である。

希釈 ・フィルター捕集法は,直 接サンプ リ

ング法 と比べ水分の凝縮防止 と排出ガスの冷

却が,同 時に行える利点があ り,且 つ実際の

自動車排出ガス中に含まれる粒子状物質が,

大気中に拡散 してい く過程に近い状態が再現

できるとされている。この希釈 ・フィルター

捕集法には,全 量希釈法 と部分希釈法 とがあ

り,部 分希釈法が採用 されるためには,全 量

希釈法との同等性 を持つ評価基準であること

の証明が必要である。

全量希釈 ・フィルター捕集装置は,デ ィー

ゼルエンジンからの排出ガスを希釈 し,且 つ

一定の温度 を保つために,希 釈用空気の除塵

用の濾過器 と温度 ・湿度調整のための空調設

備 を備 えた大規模 な希釈 トンネルを必要 とす

る。実際の測定においては,こ の種の希釈 ト

ンネルを,デ ィーゼルエンジンの排出ガス量

に合わせ何種類かの容量の ものを用意 しなけ

ればならず,多 大な設備投資が余儀な くされ

る。一方,部 分希釈法は,排 出ガスの一部を

希釈 し測定に用いるため,小 規模の設備で済

み,そ のために設備投資額 も少なくてよい。

設備投資額 を,最 小限に止めるためにも,部

分希釈法の測定基準が完成 されることが望ま

しい。

2種 類の希釈 ・フィルター捕集法の概要を

図55),図65)に 示す。

2.2.4そ の他の改正事項

さらに今 回の告示では,軽 油の低硫黄化や

排ガス低減装置の機能規定の整備等を行 うと

してお り,中 公審の答 申にある長期の規制 目
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標値の達成のための条件整備 を行 うことが示

されている。以下に中公審答申にある今後の

軽油の低硫黄化 と排ガス低減装置の導入につ

いて紹介す る。

ディーゼル排出ガス中に含 まれる窒素酸化

物 を設定 目標値 にまで低減す るためには,燃

料噴射時期の遅延や燃焼室形状の改善等の対

策に加 えて,EGR(排 気ガス再循環装置)

の装着が必須であると考 えられている。EG

Rは,既 に一部の副室燃焼室(IDI)を 持

つディーゼル車両に採用されているが,高 負

荷回転が求められ る直接噴射方式(DI)の

大型 トラック,バ スには,粒 子状物質や硫酸

イオンによるエンジンの耐久性 ・信頼i生の低

下及び潤滑油の劣化,粒 子状物質排出量の増

大,出 力低下等の諸問題のために,今 まで採

用 されないできた。 しか し,一 向に改善され

ない大気環境のため,敢 えてこの難問に挑 ま

r-一 一 一 輌

◇
外気戴希釈空気}

ハア`キ ュレートハノククラ!ト
■p-一 一一1NislAIAフ シ・・

HCn..NカA

ざるを得 な くなった。エンジンの耐久性 ・信

頼性の低下 を招 く一要 因となっている硫酸イ

オンは,燃 料軽油の硫黄分からもたらされた

ものであるこ とか ら,燃 料軽油の硫黄分の低

下が求め られいる。燃料中の硫黄分削減 と共

に,エ ンジンの耐磨耗性の改善,電 子制御に

よる燃料噴射時期の最適化,燃 料の高圧噴射,

インター クーラー付 ターボチャー ジャーの採

用 とその改良,パ ティキュレー トトラップ ・

オキシダイザー等の実用化 を図ること等が求

められている。

軽油中の硫黄分含有量については,直 接噴

射方式(DI)の 大型 トラック,バ スにEG

Rが 採用される前 までに0.2質 量%を 目標に

低減 を進め,次 いでパティキュレー トトラッ

プ ・オキシダイザー等の後処理装置が実用化

される前 までに0.05質 量%を 目処 とする,計

画的な低減が折 り込まれている。

1採 取 フ{iLS'一'

袖助採取フ{ル ター

「症採取 フ{ル ター

臨助採垣Xフ1ル ター

幌冒

絶対1重力壌換 撮

臥占界流ヘ ンチ ■り一

CvS「 重締1嵩看」 二!1

図5全 量希釈 ・フィルター捕集法 による測定装置の例4)
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希釈空気D

排気ガス分析装置

口

QOQ前 処理鑓

排気ガス分析装置

[コ

aooo CFV(CriticalFlowVenturi)

吸 気絞 り用
バ タフライ弁

エァクリーナー
エ レメント

ノeテ1キ ュ レー ト

フ ィル ター

ダイナモ メーター

吸 入 空気 量 測 定装 置

図6

2.2.5規 制適用時期

今回の環境庁告示に基づ く運輸省の新たな

車両保安基準が,実 際の車両に適用される時

期 は下記の通 りとなっている。

(1)平 成3年 度規制

新 型 車→平成3年11月1日

輸 入 車→平成5年4月1日

(2)平 成4年 度規制

新 型 車→平成4年10月1日

継続生産車→平成5年9月1日

輸 入 車→平成6年4月1日

(3)平 成5年 度規制

新 型 車→平成5年10月1日

継続生産車→平成6年9月1日

輸 入 車→平成7年4月1日

(4)平 成6年 度規制

新 型 車→平成6年10月1日

継続生産車→平成7年9月1日

輸 入 車→平成8年4月1日

D排 気

〔==〉 排気

⇒ 排気

全量希釈 ・フィルター捕集法に よる測定装置の例5)

3.ま と め

2章 で今年3月27日 に告示 となった新 しい

自動車排ガス規制値について紹介 した。

この短期の規制値 を表6に,中 公審の答申

にある長期の規制 目標値6)を表7に 示 した。

今回の告示に示された自動車排ガス規制値

は,技 術的な目処の上で制定 されてお り大き

な問題点は無いように思われるが,中 公審答

申に盛 り込 まれたディーゼル車両についての

窒素酸化物の長期規制 目標値は,米 国の1994

年規制値(小 型 トラック:0.75g/km,大 型デ

ィーゼル車:6.7g/kWh;何 れ も換算値)と

比べ厳 しく,今 後の技術開発の困難 さを痛感

させ るもの となっている。

以上が,今 回の自動車排ガス規制について

の主な内容 である。(か たや ま ゆ くお 部

長 ・副主席研究員)
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表6我 が国の自動車の排出ガス規制値一覧

規

制

自動車 の種類

旧 規 制 値 新 規 制 値

測定 モー ド
単 位:9/km 黒 煙

測 定 モー ド
単 位:9/km 黒 煙

CO HC NOx PM 3モ ー ド
無負荷
急加速 CO HC NOx PM 3モ ー ド

無負荷
急加速

平

成

3

年

ガ

ソ

リ
ン
・

L
P
G
車

乗 用 車 10モ ー ド 2.70 0.39 0.48 一 一 一 新 モー ド 2.70 0.39 0.48 一 一 一

軽 量 車
(L7㌧ 以下)

10モ ー ド 2.70 0.39 0.48 一 一 } 新 モー ド 2.70 0.39 0.48 一 一 }

中 量 車

1.7～2.5㌧
10モ ー ド 17.00 2.70 0.98 一 『 一 新 モー ド 17.00 2.70 0.98 一 一 一

軽
貨
物

(4サ イ クル)
10モ ー ド

17.00 2.70 0.74 　 一 一

新 モー ド

17.00 2.70 0.74 一 一 一

(2サ イ クル) 17.00 15.00 0.50 } 一 17.00 15.00 0.50 一 一 一

デ
ィ

ー
ゼ
ル

車

乗
用
車

小 型 車
10モ ー ド

2.70 0.62 0.72 　 50% 50%

新 モー ド

2.70 0.62 0.72 一 50% 50%

中 型 車 2.70 0.62 126 一 50% 50% 2.70 0.62 1.26 一 50% 50%

軽 量 車

(1.7㌧ 以 下)
10モ ー ド 2.70 0.62 126 50% 50% 新 モ ー ド 2.70 0.62 1.26 皿 50% 50%

平
成
4
年

重
量
車

ガ ソ リ ン 車 ガ ソ リ ン ・

LPG

6モ ー ド

1.6% 520ppm 850ppm 一 } ガ ソ リン ・

LPG

13モ ー ド

9/脇

136

105

9/脇

7.9

6.8

9/陥

7.2

7.2
二 = =LPG車 1.1% 440ppm 850ppm 一 　

平

成

5

年

デ
ィ

ー
ゼ

ル

車

軽 量 車

(1.7㌧ 以 下)
新 モー ド 2170 0.62 1.26 　 50% 50% 新 モ ー ド 2.70 0.62 0.84 0.34 40% 40%

中
量
車

直 噴 式
デ ィー ゼ ル
6モ ー ド

980ppm 670ppm 500ppm 50% 50%
新 モー ド 2.70 0.62 1.82 0.43 40% 40%

副 室 式 980ppm 670ppm 350ppm } 50% 50%

平

成

6

年

デ

ィ

ー

ゼ
ル

車

乗
用
車

小 型 車
新 モー ド

2.70 0.62 0.72 　 50% 50%

新 モー ド

2.70 0.62 0.72 0.34 40% 40%

中 型 車 2.70 0.62 0.84 一 50% 50% 2.70 0.62 0.84 0.34 40% 40%

重
量
車

2.5㌧ 超

直 噴 式

副 室 式

デ ィー ゼ ル

6モ ー ド
980ppm

980ppm

670ppm

670ppm

520ppm

350ppm =
50%
50%

50%
50%

デ ィー ゼ ル

13モ ー ド

9/購

9.2

9.2

9/購

3.8

3.8

9/婚Vh

7.8

6.8

9/脇

0.96

0.96

40%
40%

40%
40%

注1:こ こで新 モー ドとは,今 度 改正 が 決 まっ た車 両 重 量が2,500kg以 下 の 自動 車 に適 用 され る10・15モ ー ド(新 呼称)の こ と。

注2:軽 量 車1.7ト 、以下,中 量 車1.7ト 、以 上2.5ト 、未 満,重 量車2.5ト.超 。 デ ィーゼ ル乗 用 車 の小 型車1,265kg以 下,中 型 車1,265kg超 。



表7我 が国の自動車の排出ガス規制長期許容限度設定目標値一覧

ー
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1

規

制

自動 車の種 類

旧 規 制 イ直 新 規 制 値

測 定 モー ド

単位:9/km 黒 煙
測 定 モー ド

単位:9/km 黒 煙

CO HC NOx PM 3モ ー ド
無負荷
急加速 CO HC NOx PM 3モ ー ド

無負荷
急加速

長

期

目

標

値

ガ

ソ

リ
ン

中 量 車 17.00 2.70 0.98 一 『 『 17.00 2.70 0.4 一 一 一

重 量 車
9/購

136

9/脇

7.9

9/幡 帖

7.2

一 一 }
9/脇

136

9/脇

7.9

9/恥

4.5

一 一 一

デ

ィ

ー

ゼ

ル

軽 量 車,

(1.7㌧ 以下)
2.70 0.62 0.84 0.34 40% 40% 2.70 0.62 0.4 0.08 25% 25%

中
軽
量

直 噴 式
2.70 0.62 L82 0.43 40% 40% 2.70 0.62 0.7 0.09 25% 25%

副 室 式

乗
用
車

小 型 車 2.70 0.62 0.72 0.34 40% 40% 2.70 0.62

0.4 0.08

25% 25%

中 型 車 2.70 0.62 0.84 0.34 40% 40% 2.70 0.62 25% 25%

重
量
車

2.5ト ン 超

直 噴 式

副 室 式

9/恥

9.2

9.2

9/脇

3.8

3.8

9/購

7.8

6.8

9/輪

0.96

0.96

40%
40%

40%
40%

9/購

9.2

9.2

9/陥

3.8

3.8

9/陥

4.5

4.5

9/購

0.25

0.25

25%
25%

25%
25%

注1:こ こで 旧規 制値 とは,平 成6年 度 まで の全 て の 規制 値 を満 足 す る もの 。

注2:軽 量車1.7㌧ 以下,中 量 車1.7㌧ 以 上2.5㌧ 未 満,重 量 車2,5㌧ 超 。 デ ィー ゼ ル 乗 用 車 の小 型 車1,265kg以 下,中 型 車1,265kg超 。
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平成3年 度のエネルギー関連政府予算の概要

渡 辺 弘 美

1.は じ め に

エネルギー対策については,地 球環境問題

等の環境保全にも留意 しつつ,エ ネルギーの

安定供給 を確保 し,経 済の安定成長,国 民生

活の向上 を図るため,引 き続き中長期的な観

点に立って,石 油備蓄の推進等総合的なエネ

ルギー政策 を着実に推進す ることが必要であ

る。このため,平 成3年 度においては,一 般

会計のエネルギー対策費については5,921億

円(2年 度5,476億 円)を 計上 し,特 別会計 も

含 め たエネ ルギー対策 費全体 につ い ては

11,868億 円(2年 度11,299億 円)を 計上 して

いる。

一般会計においては,原 子力の安全確保の

ための研究,新 型動力炉の研究開発等を推進

するとともに,新 エネルギー技術,省 エネル

ギー技術の研究開発等を行 うため,1,601億 円

を計上す るほか,石 油対策費及び石油代替エ

ネルギー対策を推進するため,石 特会計繰入

れについて4,320億 円を計上 している。

エネルギー関係特別会計 としては,石 油税

及び原油関税を財源 とす る 「石炭並 びに石油

及び石油代替エネルギー対策特別会計」(石特

会計)と 電源開発促進税 を財源 とする 「電源

開発促進対 策特別会 計」(電 特会 計)の 二つの

特 別会計 が設け られてお り,平 成3年 度 予算

にお いては,そ れぞれ 「石特会計 」6,250億 円

(2年 度5,905億 円),「 電 特会計 」3,868億 円

(2年 度3,651億 円)と な ってお り,「 エネル

ギー関係特別 会計 」全体 で10,137億 円(2年

度9,556億 円)を 計上 して いる。

平成3年 度 のエネル ギー 関係特別会 計予算

の主 な内容 は次 の とお りであ る。

2.石 炭並びに石油及び石油代替エネルギー

対策特別会計

(1)石 油対策

我が国一次エネルギー供給の大宗 を占める

石油の安定供給の確保は,経 済の発展及び国

民生活の向上にとって必要不可欠な課題であ

る。

このため,石 油対策においては,開 発,備

蓄及び産業体制整備等の諸施策を引き続 き着

実に推進することとし,平 成3年 度予算 とし

て,前 年度比5。0%増 の4,600億 円を計上 した。

その概要は以下の とお り。

(a)開 発

石油公団による探鉱等投融資事業を引 き

続 き推進す る。さらに,石 油公団石油開発

技術センター を中心に技術開発 を推進する
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とともに,石 油開発技術の実証試験等を行

うフィール ドの整備 を図る。 また,基 礎調

査等を通 じ,国 内石油 ・天然ガス開発の一

層の促進 を図る。

(b)備 蓄

国家備蓄については,1990年 代半ばまで

に5,000万k£へ増強す るとの目標達成 に向

けて,着 実に推進す る。民間備蓄について

も,引 き続 き着実に推進す る。LPG備 蓄

については,50日 備蓄水準 を維持す るとと

もに,共 同備蓄会社に対す る出資を行 う。

(c)産 業体制整備等

我が国石油産業の体質強化のため,引 き

続 き精製体制合理化,石 油製品利用快適性

向上技術の開発等 を推進す るとともに,大

規模石油災害に対応するための体制 を整備

する。

また,石 油製品販売業の構造改善対策を

拡充 ・強化するとともに軽油周辺油種への

識別剤添加設備の建設等に対する助成 を実

施することによって軽油流通の適性化 を図

る。

(2)石 油代替エネルギー対策

石油代替エネルギー対策においては,今 後

エネルギー需要の増大が見込 まれ,一 方で脆

弱なエネルギー構造 を有す る我が国 として

は,引 き続き石油代替エネルギーの開発 ・導

入を計画的かつ着実に推進する必要がある。

また,地 球環境問題への対応か らも,新 ・

再生可能エネルギー等の開発 ・導入を積極的

に推進す る必要があ り,こ うした背景 を踏 ま

え,平 成3年 度予算は前年度比8.9%増 の370

億 円を計上した。

その概要は以下の とお り。

(a)供 給確保対策

海外炭の安定供給確保のため,新 エネル

ギー ・産業技術総合開発機構 を中心 として

海外炭の探鉱 ・開発 を行 う。(探 鉱資金の融

資の原資等 をNEDOへ 出資,海 外炭開発

可能性調査,海 外地質構造調査)

(b)導 入促進対策

新たに未利用エネルギーの有効利用 を推

進す るとともに,既 に実用化段階をむかえ

ている石油代替エネルギーの導入促進 を積

極的に行 う。(未利用エネルギー活用地域熱

供給 システム普及促進の創設の他,地 域エ

ネルギーの開発利用,ソ ーラーシステムの

普及促進,中 小企業における代エネ導入促

進,地 方都市ガス事業天然ガス化等)

この未利用エネルギー活用 システムは,

今後,国 民生活の快適 さ指向の高 まりに伴

い,民 生用(業 務用,家 庭用)熱 需要の急

速 な拡大が予想される中で,い かにエネル

ギー投入,特 に化石燃料の投入を最少化す

るシステムを実現す るかが課題 となってい

るために,「 国民生活の快適さ指向」と「エ

ネルギー制約 ・地球環境問題への対応」 と

の両立を図 り,も って豊かな国民生活の実

現 を図るためには,石 油代替エネルギーで

ある,海 水 ・河川水等に含 まれた熱,都 市

排熱等の未利用エネルギー を活用 した地域

熱供給システムの本格的導入を図 る必要が

あるとの認識か ら生 まれたものである。

具体的な内容は次のとお り。

○未利用エネルギー活用地域熱供給システム

事業費補助金

事業内容:未 利用エネルギー活用地域熱供

給システムの建設費等に対する

補助
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補助金額:1,925百 万円

補助対象:熱 供給事業者等

補助率:15/100(但 し,補 助対象額は1プ

ロジェクト当た り年間20億 円を限

度 とす る。)

○未利用エネルギー活用地域熱供給 システム

普及促進事業費補助金

事業内容 二関係者に対す る未利用エネルギ

ー活用システムの理解の増進 を

図るための啓蒙普及事業費補助

補助金額:25百 万円

補助対象:民 間団体等

補助率:定 額

○未利用エネルギー活用地域熱供給システム

事業調査費補助金

事業内容:関 係者のコンセンサスを形成 し

つつ,計 画を策定するための費

用に対す る補助

補助金額:200百 万円

補助対象:地 方公共団体等

補助率:1/2

(c)技 術開発

石油代替エネルギー技術開発の効率的 ・

計画的な推進(廃 棄物利用 メタンガス製造

装置開発,環 境調和型金属系素材回生利用

基盤技術開発の創設の他,石 炭液化技術,

石炭生産利用技術,圧 縮式ヒー トポンプ用

新規冷媒技術開発等)

(3)石 炭対策

平成3年 度の石油勘定における予算につい

ては,第8次 石炭政策の着実な推進を図るた

めに必要 な予算額 を確保す る とい う観点か

ら,借 入金の返済283億 円を含め,総 額1,280

億円を計上 した。

(a)石 炭鉱業合理化安定対策については,223

億円を計上 してお り,平 成3年 度において

は,石 炭企業等の経営多角化 を促進 し,石

炭鉱業の経営の改善を図 るとともに,産 炭

地域の雇用吸収及び振興 を促進するため,

産炭地域石炭企業等経営多角化促進補給金

(1.8億 円)を 創設することとしている。

(b)産 炭地域振興対策については,83億 円を

計上 してお り,平 成3年 度は,8次 策影響

地域等の重点対象地域 を中心に施策の拡充

を図るため,産 炭地域街づ くり基盤整備事

業(1.2億 円)の 創設等 を行 うこととしてい

る。

(c)ま た,鉱 害対策は458億 円,離 職者対策費

(労働 省所管)は187億 円を計上 している。

3.電 源開発促進対策特別会計

(1)電 源立地勘定

増大す る電力需要に対応 した安定かつ低廉

な電力供給のためには,バ ランスの とれた電

源構成を目指 し,原 子力を中心とした電源立

地を推進する必要がある。 しかしなが ら,電

源立地は,安 全性や環境保全に対する理解の

不足,地 元へのメリッ トの少なさ等から調整

が難航 し,長 期化する傾向となっている。

このため,電 源立地を促進するための施策

を以下のように講 じてい くこととす る。

(a)平 成3年 度において,発 電用施設の周辺

地域における公共用施設の整備 を促進 し,

地域住民の福祉の向上 を図 り,も って電源

立地の円滑化 に資するための電源立地促進

対策交付金について,昭 和53年 度以降13年

ぶ りに,約25%の 交付単価の全面的な引 き

上げを行 うとともに,電 源地域における企
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業立地 を促進す るための電源地域振興促進

事業費補助金 を大幅に拡充する等,電 源地

域振興策の充実 を図ることとしている。

(b)ま た,国 民の電源立地に対す る理解 を増

進す るため,原 子力発電に関する全国広報,

個別地点広報 を中心 として,PA(パ ブ リ

ック ・ア クセプタンス)対 策を充実す る。

(c)さ らに,原 子力発電施設の安全性実証の

ための試験,環 境審査のための調査等につ

いても,着 実に推進する。

(2)電 源多様化勘定

電源多様化勘定においては,電 力供給の安

定化 を図るため石炭,原 子力を主要な柱 とし,

これを水力,地 熱,新 エネルギー等で補完す

ることにより電源多様化 を促進 しているとこ

ろであるが,平 成3年 度予算 としては前年度

比3.9%増 の2,099億 円を計上 している。

その概要は以下のとお り。

(a)供 給確保対策

・水力開発

中小水力開発費補助,水 力開発促進調査

の実施等

・地熱開発

地熱開発促進補助(NEDOが 行 う地熱

資源の調査 に対する補助),地 熱発電開発

補助等

(b)導 入促進対策

ローカルエネルギーの開発利用,電 力負

荷平準化技術実証試験等 を行 うとともに,

海水揚水発電や石炭火力に係 る実証試験等

を引 き続き推進す る。

(c)技 術開発

未利用エネルギー高度活用負荷平準化冷

暖房技術開発補助の新設のほか,石 炭エネ

ルギー,太 陽エネルギー,地 熱エネルギー

等の技術開発 を着実に推進。

この未利用エネルギー高度活用負荷平準

化冷暖房技術開発補助は,国 民のアメニテ

ィの高 まりに伴 う業務用 ・家庭 用の冷 暖

房 ・給湯需要の急速な拡大,電 力ピー クの

尖鋭化が予想 される中,深夜電力を用いて,

未利用エネルギーを一層有効に活用す るこ

と等により,高 効率の大規模冷暖房システ

ムを実現 し,電 力負荷 を平準化するための

技術開発 を行 う必要があるとの認識から取

り組 まれるものである。

その具体的内容 は次の とお り。

○未利用エネルギー高度活用負荷平準化冷暖

房技術開発

補助金額:400百 万円

補助対象:民 間団体等

補助率:1/2

(d)原 子力開発

核燃料サ イクル事業化,軽 水炉改良,新

型転換炉実証炉建設等を推進。

(わたなべ ひろよし 通商産業省資源エネ

ルギー庁長官官房総務課)
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地球環境産業技術研究開発について

新 井 憲 一一
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1.地 球環境産業技術開発推進に当たっての

基本的考 え方

(1)技 術によるブレークスルーの必要性

地球環境問題は,人 類の経済 ・社会活動の

急速な拡大に伴 うCO,や 人工物質の排出の増

加等が,地 球 の自然の大循環に対 して負担 を

与えることによって生 じている問題である。

したが って,本 問題の解決にあたっては,人

類の活動の拡大 を自然の大循環に融合 ・調和

させ,地 球の環境に負担 をかけない形で我々

の経済 ・社会活動 を将来にわたって発展 させ

ていくこと,即 ち,経 済成長 と環境保全の両

立を確保することが重要である。原因物質の

規制等の一方的なアプ ローチでは,人 類の活

動の制約 を前提 とした縮小均衡 を図らざるを

得ない。

経済成長 と環境保全の両立を実現す るため

には,科 学的 ・経済的な不確実性の解明,発

展途上国への支援等の対策 を進め るととも

に,人 間活動で生 じる物質を地球上の大循環

サ イクルの中に組み入れてい くような新技術

体系の確立 を目指 した,産 業技術の抜本的革

新(パ ラダイム ・シフ ト)へ の挑戦(技 術 に

よるブレー クスルー)が 不可欠である。

(2)我 が国の国際的貢献

我が国は,世 界全体のGNPの1/6を 占め

る経済大国であ り,地 球環境へ与えている負

荷 も少な くない。例えば地球温暖化問題では,

我が国は化石燃料の消費が大 きく,CO、 排出

量は世界の排出総量の4.7%を 占めている。経

済大国 ・技術大国である我が国は,持 てる力

をフルに生か し,技 術によるブレー クスルー

の実現に向け世界に積極的に貢献することが

求められてお り,また責務であるとも言える。

また,地 球環境問題に関する国内的,国 際

的議論 をリー ドし,本 問題の解決 を規制によ

る縮小均衡の道ではな く,技 術開発による拡

大均衡の道へ と導 くことが重要であ り,そ の

ために も政府及び産業界をあげて,早 急に地

球環境保全のための具体的行動 を起 こし,こ

れを国際的に強力にアピールす ることが必要

である。

(3)中 核的研究機関の必要性

地球環境問題は,異 なる要素,原 因が複雑

に絡み合い,か つ,長 期間にわたるそれらの

相互干渉により,大 気圏,海 洋等の水圏,地

圏,生 物圏の全体にわたって影響が現れて く

るものである。従って,取 られるべ き対応策

の検討 も,学 際的,国 際的視野に立って進め

ていくことが不可欠である。

同時に,地 球全体の持続的発展 という観点
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から,自 然環境 と人間活動 をどのような価値

観に基づいて調和 させてい くべ きかという視

点を持った,長 期的かつ総合的な取 り組みが

必要 とされている。

また,化 学,化 学工学,生 物学,生 物化学

等の研究の発展 を支えとしつつ,産 業活動等

の人間の活動の場において具体的に活用可能

な技術 を創造 し,こ れ を技術体系へ と発展 ・

昇華 させてい くためには,産 ・官 ・学の協力

体制 をより実質的なもの として構築 してい く

ことが重要である。

これまで工業技術院傘下の試験研究所にお

いては,指 定研究,特 別研究等を通 じて基礎

研究(メ カニズムの解明,各 対策技術の中核

をなす独創的な要素技術の開発等)を 中心に,

多岐 にわたって研究開発が実施 されて きた

(珊瑚礁による二酸化炭素の固定能力の研究

等)と ころであるが,地 球環境問題の解決に

資する新たな技術体系の確立を図っていくた

めには,海 外の研究者を含む多分野、 多業種

の研究者が結集 しうる実質的な研究の場が不

可欠であるという認識か ら,地 球環境問題の

解決のための,産 学官の能力を結集 した集 中

的,効 率的な研究体制の整備(地 球環境産業

技術研究機構の設立等)を 図るとともに,平

成3年 度予算において,所 要の研究開発等を

推進す ることとした。

2.平 成3年 度産業技術研究開発等の概要

(1)広 範な技術開発の効率的な推進

技術開発の シーズと環境に対するニー ズと

を適合 させつつ,各 技術開発の重要性,優 先

度を勘案 して,効 率的な技術開発の推進のた

めの調査を行 うほか,国 際研究交流の推進等

によ り地球環境保全に資す る産業技術研究の

総合的 ・効率的な推進を図 る必要がある。

平成3年 度においては,海 外研究機関 との

研究交流,海 外研究者招聰,国 際的なセ ミナー

の開催等による地球環境保全に資する産業技

術研究に関する国際的ネットワー クの構築や

先端研究の動 向調査,途 上国への技術指導の

ための事前調査,技 術データベース等の構築

により地球環境産業技術開発の推進のために

必要な研究基盤 を整備する。

○地球環境産業技術総合企画調査事業

102百 万円(23百 万円)

○研究交流 ・技術指導事業

94百 万円(94百 万円)

○地球環境産業技術データベース構築事業

!2百 万円(6百 万円)

(2)地 球環境対策技術開発の強力な推進

①二酸化炭素固定化 ・有効利用技術

現下の最大の課題である地球温暖化の主原

因とされる二酸化炭素の排出を削減 し,他 の

有用物質に変換す るための技術開発を行 う。

平成3年 度においては,微 生物(細 菌 ・藻

類等)を 活用 した二酸化炭素の効率的固定化

により,化 学原料等の有用物質を生産す るシ

ステムの開発及び水素を直接接触 させ,二 酸

化炭素をメタノールに変換するシステムの開

発等を行 う。

〇二酸化炭素固定化 ・有効利用技術等対策事

業2,855百 万円(2,210百 万円)

②低環境負荷物質開発技術

オゾン層の破壊や,海 洋汚染等の環境破壊

をもたらす化学物質に替わる,生 分解性等で

自然の物質循環に取 り込 まれる低環境負荷型

の化学物質の開発 を行 う。
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平成3年 度においては,オ ゾン層 を破壊せ

ず,温 室効果も有 しない第3世 代フロンの開

発及び自然環境中において分解する生分解性

プ ラスチックの開発 を行 う。

○第3世 代フロン(圧 縮式 ヒー トポンプ用新

規冷媒)開 発1,087百 万円(361百 万円)

○生分解性プラスチック開発

200百 万円(180百 万円)

③環境調和型生産プロセス技術

環境への影響が少ない革新的な生産プロセ

ス技術の開発 を行 う。

平成3年 度においては,常 温 ・常圧下で構

成されている生体反応を基本 とした環境調和

型産業技術体系を可能 とす る高機能化学合成

バイオ リアクターの調査研究 を行 うほか,新

規事業 として微生物による水素生産技術の開

発及び環境調和型の新 しい金属系素材 回生利

用技術の開発 を行 う。

0高 機能化学合成バ イオリアクター システム

研究開発72百 万円(72百 万円)

○環境調和型水素製造技術開発

42百 万円(新 規)

○環境調和型金属系素材回生利用基盤技術開

発75百 万円(新 規)

(4)地 球環境問題の解明への貢献

地球温暖化問題の主原因 とされる二酸化炭

素の発生源対策 として,そ の大気中の変動及

び濃度分布の測定評価 を行 うための衛星に塔

載す る二酸化炭素センサーシステムの構築等

を行い,地 球環境問題の解明に貢献する。

〇二酸化炭素センサー システムの構築等

1,190百 万円(1,060百 万円)

(5)地 球環境問題に関する国際的対応及び調

査 ・啓蒙の推進

地球環境保全 に係 る国際合意の形成に向

け,IPCC(気 候変動に関す る政府間パネ

ル)等 における調査,検 討作業をリー ドする。

また,地 球環境に適応 した産業社会のあ り方

等 を検討す るとともに,個 々の事業者,国 民

の地球環境問題に関する理解の増進を図る。

○地球環境問題等対策推進

61百万円(61百 万円)

(カッコ内は平成2年 度予算額)

(あらい けんいち 通商産業省環境政策課

地球環境対策室)

(3)民 間企業等による地球環境産業技術の振

興

地球環境への負荷 を軽減するための技術開

発 を行 う民間法人等に対 し,強 力なインセン

ティヴ(補 助率%)を 与えることによ り,高

機能活性炭素樹脂 を利用 した炭化水素吸着剤

等の開発等地球環境保全に資す る産業技術へ

の取 り組みを幅広 く振興する。

○地球環境保全関係産業技術開発促進事業

1,000百 万円(2,000百 万円)
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ウ ィ ー ン 便 り
辰 田 昌 功

ウィーンと言えば,「音楽の都」と言 うのが通 り相場ですが,透 明な旋律に心を洗われるよう

な感動 を未だ味わわぬ身にとっては,む しろ地理的歴史的にハプスブルグ王朝の残影を色濃

く残す中欧の膀 としての位置付けが似つかわしく思われます。 この地には第三の国連都市と

して国際機関が多々在 りますが,国 際原子力機関(IAEA)は その重要な機能の一つ。米 ソの利

害が初めて一致 した核の査察 と原子力の平和利用推進のための機関 として知 られています。

これまでであれば静かな観光都市でのんび りとしていれば よかった筈ですが,1989年 からの

東欧(既 にこの第二次世界大戦後のフィクションは崩れましたが)の 激動,そ れに続 く誰 も予

想 しなか ったほどの急速な旧東西 ドイツの統一の実現,そ して国内経済の崩壊 と各共和国の

独立運動に揺れるソ連,な ど東西 ヨーロッパの接点にいて歴史の転換をひしひ しと感ずるこ

の頃です。湾岸の展開も衛星放送を通 して 日々接する中,IAEAも 例外に漏れず,一 時銃装警

備 も張 り付いた出入 り管理が行われ,厳 しい先行 きを予感させた もので した。世界平和 と相互

協力に基づ く新秩序の構築が,掛 け声でなく早 く現実のものとなって欲 しいと望む ところです。

原子力の分野で も,こ れ ら東欧 ・ソ連の政治改革による影響が現れてお り,民 主化の動 き

にあわせ て原子力発電反対運動が広がったのがその一つだ し,旧 東 ドイツの ソ連製旧型原子

炉(初 期VVER-440モ デル230)は,西 側の近代的安全基準に適合 させ るには膨大な改造費用

が掛かるなど経済合理性を見出せず,昨 年4基 が相次いで閉鎖に追いこまれたの も大 きなイ

ンパク トの例で しょう。この初期のソ連型炉は現在ソ連(4),ブ ルガ リア(4),及 びチェコ(2)

で計!0基 が運転中であ り,安 全性向上の必要性を認識した東欧 ・ソ連か らIAEAに 対 し支援

活動の要請が強 く寄せ られ,IAEAと しても取 り敢えず第一世代VVERに 対 して安全評価 と

改善提案 を主眼 とする専門家の派遣 を軸に協力に乗 り出しています。独,仏 に とっては庭先

の安全問題ゆえ他人事 ではな くこれを積極的に支援 しているし,WANOも 協 力プログラム

を組んでいます。 日本の電力 も参加すると聞 くところ東西の交流が拡大 し,い くらかずつで

も安全性向上に繋がってい くのは歓迎すべ き流れでしょう。グラスノスチとデモクラチザー

チャを進めるソ連では,何 で も統制の世界では考 えられなかった反原子力発電運動の うね り

が見 られ,ソ 連原子力関係者の目下の最大の関心はいかにPAを 得るかになっています。1986

年のチェル ノブイリ事故か ら4年 近 く経 って汚染地区の白ロシアが事故による放射線影響に

ついて強い疑念を発 し,困 ったソ連政府は昨年初IAEAに 専門家による実態調査 を頼んでき

ました。広島の放射線影響研究所長 をヘ ッドとするIAEA調 査団は汚染状況や住民の健康状

態など実態調査 を進めてお り,最 終結果は5月 の中旬公表され ることになっています。 多く

の住民の不安は恐ら くradiophoniaに 因るものでしょうが,一 端起 こった時の原子力事故の

社会的影響の大きさ根の深さを改めて認識させ られます。

日本では1基 でも立地の 目途がつ く事が念願で しょうが,最 早原子力は国内と先進国だけ

を見て事が済むほど単純ではな く,地 球環境問題への対応を含め,世 界を視野に入れつつ考

えていかなければな りません。 日本の積極的国際貢献推進の掛け声 も金 も大事ですが,日 本

の国際協力は今や国際機関の場 などを通 じもっと人を出し,知 恵を出し,自 ら汗を出して実

行すべ き時にきているのではないでしょうか。

(たつた よしの り 国際原子力機関,上 席原子力発電計画官/エ コノ ミス ト)
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研究所の うごき
(平 成3年1月1日 ～3月31日)

◇ 理事会開催

第32回 理事会

日

場

議

時:3月29日(金)12:00～13:05

所:経 団連会館9階906号 室

題:

第1号 議案

予算(案)に つ いて

第2号 議案

第3号 議案 理事の一部改選について

第4号 議案 その他

理事の改選

(退任理事)

平成3年 度事業計画および収支

平成3年 度運営費借入について

濱田裕志(㈹ 日本電機工業会専務理事)

(新任理事)

高屋光吾(㈹ 日本電機工業会専務理事)

◇ 月例研究会

第77回 月例研究会

日 時:1月25日(金)14:00～16:00

場 所:霞 山会館 うめ ・さくら

議 題:

1.太 陽光発電の研究開発の動向について

(工業技術院サンシャイン計画推進本部研究

開発官 後藤隆志氏)

2.ソ ー ラーカーの開発動向(企 画部 ・プ ロジェ

ク ト試験研究部主任研究貝 白江孝俊)

第78回 月例研究会

日 時:2月22日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館6階 中ホール

議 題:

1.平 成3年 度エネル ギー関連政府予算(資 源エ

ネルギー庁総務課課長補佐 辻義信氏)

2.平 成3年 度地球環境関係政府予算(立 地 公害

局環境政策課課 長補佐 川本明氏)

第79回 月例研究会

日 時:3月29日(金)14:00～16:00

場 所:霞 山会館 まつ ・たけ

議 題:

1.ア ル コール燃料 をめ ぐる内外の動向(新 エネ

ルギー ・産業技術総合開発機構理事 松尾次

雄氏)

2.メ タ ノール製造技術 の発展方向(プ ロジェク

ト試験研究部副主席研究員 大河内一男)

◇ 主なで きごと

1月9日 休)

10日 ㈲

11日(金)

16日(水)

17日 ㈱

18日 圏

21日(月)

22日 ㈹

第3回 火力発電所の大気影響評価技

術実証委員会開催

第2回 電池評価方法に関する検討委

員会開催

沿岸海底下地層処分の水理地質に関

する懇談会開催

第2回 大型分散型新電源系統連系技

術調査 ・検討委員会開催

第4回 固体電解質型燃料電池発電シ

ステム調査委員会開催

第5回MTBE導 入に関する調査 ・

調査分科会開催

第2回 電気自動車用電池に関する検

討委員会 ・新型電池分科会開催

第1回 電気自動車用電池に関する検

討委員会 ・未来型電池分科会開催

第4回 原子炉総合数値解析システム

実用化検討委員会開催

第3回 ウェイス トフォーラム'91作

業分科会開催

第2回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・ロー ドマネージメント分

科会開催

第2回 高効率廃棄物発電に関する

調査委員会開催

第5回 環境調和型ディーゼル燃料の

開発に関する調査委員会開催

第4回FBR新 技術F/Sプ ラント

概念評価検討WG分 科会開催

第72回原子力プラント運転の信頼性

に関する研究会開催

第5回 エネルギー需要予測検討委員

会開催

第1回 次世代ハウスエネルギー供給
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1月23日 ㈱

24日(和

25日 ㈹

28日(月)

29日 ㈹

30日(水)

31日 ㈱

2月3日(日)

4日(月)

5日(火)

利用システム作業会開催

第3回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・制御システム分科会開催

第1回 ハイレベル懇談会の開催

第2回FBR新 技術F/S検 討委員

会開催

第2回 電気自動車用電池に関する検

討委員会 ・スター リングエンジン分

科会開催

第2回 電気自動車用電池に関する検

討委貝会 ・燃料電池分科会開催

第2回 大型燃料電池導入形態調査 ・

導入形態検討分科会開催

第2回 エネルギーの効率的利用に関

する調査 ・ワーキング開催

第2回 大型燃料電池導入形態調査 ・

直交変換装置検討分科会開催

第4回 実用発電用原子炉廃炉技術調

査廃止措置手続分科会開催

第5回 中小型軽水炉検討委員会開催

第2回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・専門部会開催

第2回 電気自動車用電池に関する検

討委員会開催

第6回 火力発電所の大気影響評価技

術実証調査 ・モデル評価分科会開催

第3回EDB固 体電解質型燃料電池

分科会開催

第3回BWRサ ブチャネル解析 コー

ド開発に関する打ち合わせ

第2回 日本における地層処分コンセ

プ トの評価研究(III)社 会的側面検

討委員会開催

第2回 業務用石油燃焼機器の低

NOx化 技術に関する調査委員会ヒ

アリング

第4回EDB石 炭技術分科会開催

第2回 ウェイス トフォーラム'91準

備委員会開催

第3回 分散型新発電技術実用化実証

研究に関する調査委員会 ・幹事会開

催

第2回 高度負荷集中制御システム検

討委員会開催

6日(水)

7日 休)

13日 ㈹

14日 休)

15日(針

18日(月)

19日(火)

20日(水)

21日 ㈱

第3回 大型分散型新電源系統連系技

術調査 ・検討委貝会開催

第2回 新型電池電力貯蔵システムの

導入普及調査検討委員会開催

第4回MTBE導 入に関する調査 ・

海外調査打ち合わせ

第1回MTBE導 入に関する調査 ・

分科会特別ワーキング

第7回 シミュレーションテクノロジ
ー部会開催

第3回 電池評価方法に関する検討委

員会開催

第2回 次世代ハウスエネルギー供給

利用システム専門委員会開催

第2回 大型燃料電池導入形態調査委

員会開催

第2回 大型燃料電池導入形態調査 ・

直交変換装置検討小分科会開催

第3回 業務用石油燃焼機器の低

NOx化 技術に関する調査 ・燃焼技術

分科会開催

第7回 火力発電所の大気影響評価技

術実証調査 ・モデル評価分科会開催

第6回MTBE導 入に関する調査 ・

試験分科会開催

第4回FBR新 技術F/S要 素技術

評価検討W/G分 科会の開催

第3回 大型燃料電池導入形態調査 ・

導入形態検討小分科会開催

第6回MTBE導 入に関する調査 ・

調査分科会開催

第6回 環境調和型ディーゼル燃料の

開発に関する調査委員会ワーキング

第2回 家庭用電力最適運用機器シス

テム検討委貝会開催

第4回 分散型新発電技術実用化実証

研究に関する調査委員会 ・幹事会開

催

第2回 大型分散型新電源系統連系技

術調査 ・調査委員会開催

第5回 固体電解質型燃料電池発電シ

ステム調査委員会開催

第3回 実用発電用原子炉廃炉技術調

査廃止措置物量等分科会開催
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2月25日(月)

26日 ㈹

27日(水)

28日(N

3月4日(月)

5日 ㈹

6日(水)

7日(N

第3回 電気自動車用電池に関する検

討委貝会 ・スターリングエンジン分

科会開催

第3回 高効率廃棄物発電に関する調

査委員会開催

第2回 環境調和型ディーゼル燃料の

開発に関する調査委貝会 ・委員長打

ち合わせ

第5回FBR新 技術F/Sプ ラント

概念評価検討WG分 科会開催

第3回 実用発電用原子炉廃炉技術調

査廃止措置廃棄物再利用分科会開催

第5回 原子炉総合数値解析システム

実用化検討委員会開催

第4回 高度負荷集中制御システム検

討委貝会 ・制御システム分科会開催

第3回 電気自動車用電池に関する検

討委員会 ・新型電池分科会開催

第3回 電気自動車用電池に関する検

討委員会 ・燃料電池分科会開催

第1回 環境調和型ディーゼル燃料の

開発に関する調査委員会 ・報告書打

ち合わせ

第5回 実用発電用原子炉廃炉技術調

査廃止措置手続分科会開催

第3回 大型燃料電池導入形態調査 ・

直交変換装置検討分科会開催

第3回 大型燃料電池導入形態調査 ・

導入形態検討分科会開催

第2回 非在来型天然ガス調査委員会

打ち合わせ

第3回 非在来型天然ガス調査委員会

打ち合わせ

第4回 石油エネルギープラントの設

備診断技術に関する調査委員会開催

第2回 火力発電ボイラー用パルスプ

ラズマ脱硫 ・脱硝技術調査委員会開

催

第3回 ウェイストフォーラム'91準

備委貝会開催

第2回 分散型新発電技術実用化実証

研究に関する調査委員会開催

第3回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・ロー ドマネージメント分

8日 樹

11日 ㈹

12日 ㈹

13日(水)

15日 ㊥

18日(月)

19日 ㈹

20日 ㈹

科会開催

第3回 新型電池電力貯蔵システムの

導入普及調査検討委員会開催

第7回MTBE導 入に関する調査 ・

試験分科会開催

第7回MTBE導 入に関する調査 ・

調査分科会開催

第4回BWRサ ブチャネル解析コー

ド開発に関する打ち合わせ

第4回 大型分散型新電源系統連系技

術調査 ・検討委員会開催

第5回 業務用石油燃焼機器の低

NOx化 技術に関する調査・燃料品質

分科会開催

第3回 次世代ハウスエネルギー供給

利用システム専門委員会開催

第5回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・制御システム分科会開催

第3回 電気自動車用電池に関する検

討委員会開催

第4回 非在来型天然ガス調査委員会

打ち合わせ

第6回 中小型軽水炉検討委員会開催

第3回 大型燃料電池導入形態調査 ・

直交変換装置検討小分科会開催

第3回 業務用石油燃焼機器の低

NOx化 技術に関する調査委員会開

催

第6回 原子炉総合数値解析システム

実用化検討委員会開催

第3回 実用発電用原子炉廃炉技術調

査委員会開催

第4回 火力発電所の大気影響評価技

術実証調査委員会開催

第3回 大型燃料電池導入形態調査委

貝会開催

第3回 高度負荷集中制御システム検

討委員会 ・専門部会開催

第5回 火力発電所の大気影響評価技

術実証調査委貝会開催

第5回 非在来型天然ガス調査委員会

打ち合わせ

第3回 環境調和型ディーゼル燃料の

開発に関する調査委員会開催
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22日 ㈹

25日(月)

26日 ㈹

27日 ㈱

28日 ㈱

第5回FBR新 技術F/S要 素技術

評価検討W/G分 科会開催

沿岸海底下地層処分の水理地質に関

する懇談会開催

第6回 固体電解質型燃料電池発電シ

ステム調査委員会開催

第4回 高効率廃棄物発電に関する調

査委員会開催

第73回原子力プラント運転の信頼性

に関するけ研究会開催

第3回 業務用石油燃焼機器の低

NOx化 技術に関する調査委員会 ヒ

アリング

第6回 非在来型天然ガス調査委員会

打ち合わせ

第3回 大型分散型新電源系統連系技

術調査 ・調査委員会開催

第8回MTBE導 入に関する調査 ・

試験分科会開催

第8回MTBE導 入に関する調査 ・

調査分科会開催

第6回FBR新 技術F/Sプ ラン ト

概念評価検討WG分 科会開催

第3回 高度負荷集中制御システム検

討委員会開催

第3回 日本における地層処分コンセ

プ トの評価研究(III)社 会的側面検

討委員会開催

第3回 家庭用電力最適運用機器シス

テム検討委員会開催

第3回FBR新 技術F/S検 討委員

会開催

◇ 人事異動

01月21日 付

(採用)

五 十嵐和子 研究員に任命プロジェク ト試験

研究部 に配属

03月31日 付

(退任)

プ ロジェク ト試験研究部

副主席研究員 紺谷健一朗(出 向解除)

プ ロジェク ト試験研究部

部長兼副主席研究員 三井英彦(出 向解 除)

◇ その他

ウェイス トフォーラム'91の 開催

日時:平 成3年2月13日 ㈱ ～14日 ㈲

場所:こ まばエ ミナー ス(大 ホール)

主催:科 学技術庁

運営:㈲ エネルギー総合工学研究所

海外 出張

(1)紺 谷健一朗副主席研究員,敷 地明主任研究員

は,米 国における原子力発電所の運転期 間延長

に係わる更新許認可に関する動 向,対 応状況調

査のため,2月3日 か ら2月13日 の 間,ア メリ

カへ出張 した。

(2)松 井一秋部長兼副主席研究員は,イ ン ドネシ

ア科学技術 インフラ整備に関する評価プロジェ

ク ト調査のため,2月24日 か ら3月5日 の問,

イン ドネシアへ出張 した。

(3)黒 沢厚志研究員は,原 子炉 シ ミュ レー ション

システム実用化に関する調査のため,3月30日

か ら4月14日 の 問,ア メ リカへ出張 した。
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